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新旧対照表 

（件名）鳥羽市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成7年条例第2号） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限） （育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限） 

第８条の３ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子（民法（明

治29年法律第89号）第817条の２第１項の規定により職員が当該職員と

の間における同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に

請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合

に限る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童福祉法（昭和

22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定により同法第６条の４第

２号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童その他こ

れらに準ずる者として規則で定める者を含む。以下この条において同

じ。）のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午

後10時から翌日の午前５時までの間をいう。以下この項において同

じ。）において常態として当該子を養育することができるものとして規

則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）が、規則で定

めるところにより、当該子を養育するために請求した場合には、公務の

正常な運営を妨げる場合を除き、深夜における勤務をさせてはならな

い。 

第８条の３ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員

（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午後10時から翌日の

午前５時までの間をいう。以下この項において同じ。）において常態と

して当該子を養育することができるものとして規則で定める者に該当す

る場合における当該職員を除く。）が、規則で定めるところにより、当

該子を養育するために請求した場合には、公務の正常な運営を妨げる場

合を除き、深夜における勤務をさせてはならない。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 第１項及び前項の規定は、第15条第１項に規定する要介護者（以下こ

の項において「要介護者」という。）を介護する職員について準用す

る。この場合において、第１項中「小学校就学の始期に達するまでの子

４ 第１項及び前項の規定は、第15条第１項に規定する日常生活を営むの

に支障がある者（以下この項において「要介護者」という。）を介護す

る職員について準用する。この場合において、第１項中「小学校就学の
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（民法（明治29年法律第89号）第817条の２第１項の規定により職員が

当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立について家

庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属し

ている場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童福

祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定により同法第

６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている児

童その他これらに準ずる者として規則で定める者を含む。以下この条に

おいて同じ。）のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、

深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう。以下この項におい

て同じ。）において常態として当該子を養育することができるものとし

て規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）が、規則

で定めるところにより、当該子を養育」とあり、第２項中「３歳に満た

ない子のある職員が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあ

り、及び前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員

の配偶者で当該子の親であるものが、常態として当該子を養育すること

ができるものとして規則で定める者に該当する場合における当該職員を

除く。以下この項において同じ。）が、規則で定めるところにより、当

該子を養育」とあるのは、「要介護者のある職員が、規則で定めるとこ

ろにより、当該要介護者を介護」と、第１項中「深夜における」とある

のは「深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう。）におけ

る」と、第２項中「当該請求をした職員の業務を処理するための措置を

講ずることが著しく困難である」とあるのは「公務の正常な運営を妨げ

る」と読み替えるものとする。 

始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるも

のが、深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう。以下この項

において同じ。）において常態として当該子を養育することができるも

のとして規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）

が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは「要介護者

のある職員が、規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と、

「深夜における」とあるのは「深夜（午後10時から翌日の午前５時まで

の間をいう。）における」と、前項中「小学校就学の始期に達するまで

の子のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、常態として

当該子を養育することができるものとして規則で定める者に該当する場

合における当該職員を除く。以下この項において同じ。）が、規則で定

めるところにより、当該子を養育」とあるのは「要介護者のある職員

が、規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と読み替えるも

のとする。 

５ （略） ５ （略） 
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（休暇の種類） （休暇の種類） 

第11条 職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇及

び介護時間とする。 

 

第11条 職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇及び介護休暇

とする。 

 

（介護休暇） （介護休暇） 

第15条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしないが事実上婚

姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項において同じ。）、父

母、子、配偶者の父母その他規則で定める者で負傷、疾病又は老齢によ

り規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものをい

う。以下同じ。）の介護をするため、任命権者が、規則の定めるところ

により、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする

一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えな

い範囲内で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において勤務

しないことが相当であると認められる場合における休暇とする。 

第15条 介護休暇は、職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同

様の事情にある者を含む。以下この項において同じ。）、父母、子、配

偶者の父母その他規則で定める者で負傷、疾病又は老齢により規則で定

める期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものの介護をするた

め、勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇とす

る。 

２ 介護休暇の期間は、指定期間内において必要と認められる期間とす

る。 

２ 介護休暇の期間は、前項に規定する者の各々が同項に規定する介護を

必要とする１の継続する状態ごとに、連続する６月の期間内において必

要と認められる期間とする。 

３ （略） 

 

３ （略） 

 

（介護時間）  

第15条の２ 介護時間は、職員が要介護者の介護をするため、要介護者の  
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する３年の

期間（当該要介護者に係る指定期間と重複する期間を除く。）内におい

て１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認められ

る場合における休暇とする。 

２ 介護時間の時間は、前項に規定する期間内において１日につき２時間

を超えない範囲内で必要と認められる時間とする。 

 

３ 介護時間については、給与条例第11条の規定にかかわらず、その勤務

しない１時間につき、給与条例第36条に規定する勤務時間１時間当たり

の給与額を減額する。 

 

 

 

（病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介護時間の承認） （病気休暇、特別休暇及び介護休暇の承認） 

第16条 病気休暇、特別休暇（規則で定めるものを除く。）、介護休暇及

び介護時間については、規則の定めるところにより、任命権者の承認を

受けなければならない。 

 

第16条 病気休暇、特別休暇（規則で定めるものを除く。）及び介護休暇

については、規則の定めるところにより、任命権者の承認を受けなけれ

ばならない。 

 

附 則 附 則 

（給与条例附則第６項の規定により給与が減ぜられて支給される職員に

関する読替え） 

（給与条例附則第６項の規定により給与が減ぜられて支給される職員に

関する読替え） 

第３条 給与条例附則第６項の規定により給与が減ぜられて支給される職

員に対する第15条第３項及び第15条の２第３項の規定の適用について

は、同項中「第36条」とあるのは、「附則第８項」とする。 

第３条 給与条例附則第６項の規定により給与が減ぜられて支給される職

員に対する第15条第３項の規定の適用については、同項中「第36条」と

あるのは、「附則第８項」とする。 

 



 

5 

5 

新旧対照表 

（件名）鳥羽市職員の育児休業等に関する条例（平成4年条例第2号） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 (３) 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

（ア） （略） （ア） （略） 

（イ） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子を

いう。以下同じ。）が１歳６か月に達する日（第２条の３第３号

において「１歳６か月到達日」という。）までに、その任期（任

期が更新される場合にあっては、更新後のもの）が満了すること

及び特定職に引き続き採用されないことが明らかでない非常勤職

員 

（イ） その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」と

いう。）を超えて特定職に引き続き在職することが見込まれる非

常勤職員（当該子の１歳到達日から１年を経過する日までの間

に、その任期が満了し、かつ、当該任期が更新されないこと及び

特定職に引き続き採用されないことが明らかである非常勤職員を

除く。） 

（ウ） （略） （ウ） （略） 

イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（その養育

する子が１歳に達する日（以下、この号及び同条において「１歳到

達日」という。）（当該子について当該非常勤職員がする育児休業

の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっ

イ 次条第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（その養育する子

の１歳到達日（当該子について当該非常勤職員がする育児休業の期

間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日）において育児休業をしている非常勤職員
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

ては、当該末日とされた日）において育児休業をしている非常勤職

員に限る。） 

に限る。） 

ウ （略） 

 

ウ （略） 

 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める者）  

第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条例で定める者は、児童福祉法

（昭和22年法律第164号）第６条の４第１号に規定する養育里親である

職員（児童の親その他の同法第27条第４項に規定する者の意に反するた

め、同項の規定により、同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親

として当該児童を委託することができない職員に限る。）に同法第27条

第１項第３号の規定により委託されている当該児童とする。 

 

 

 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） （育児休業法第２条第１項の条例で定める日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、非常勤職

員が当該子の１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に掲げ

る場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に

掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休

業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっ

(３) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、非常勤職

員が当該子の１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に掲げ

る場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に

掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休

業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっ
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

ては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日とされた日と

当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、そのい

ずれかの日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期間においてこの号

に掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とす

る育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、又

は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、

当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の

期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって、次に掲げる

場合のいずれにも該当するとき 当該子の１歳６か月到達日 

ては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日とされた日と

当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、そのい

ずれかの日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期間においてこの号

に掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とす

る育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、又

は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、

当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の

期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって、次に掲げる

場合のいずれにも該当するとき 当該子が１歳６か月に達する日 

ア・イ （略） 

 

ア・イ （略） 

 

（育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める期間を基準と

して条例で定める期間） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める期間を基準と

して条例で定める期間） 

第２条の４ （略）  

 

第２条の３ （略）  

 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） （育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定める特別の事情は、次に掲げ

る事情とする。 

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定める特別の事情は、次に掲げ

る事情とする。 

(１) 育児休業をしている職員が、産前の休業を始め、又は出産したこ

とにより、当該育児休業の承認が効力を失った後、当該産前の休業又

は出産に係る子が次に掲げる場合に該当することとなったこと。 

(１) 育児休業をしている職員が産前の休業を始め若しくは出産したこ

とにより当該育児休業の承認が効力を失い、又は第５条に規定する事

由に該当したことにより当該育児休業の承認が取り消された後、当該

産前の休業若しくは出産に係る子若しくは同条に規定する承認に係る
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

子が死亡し、又は養子縁組等により職員と別居することとなったこ

と。 

ア 死亡した場合  

イ 養子縁組等により職員と別居することとなった場合  

(２) 育児休業している職員が第５条に規定する事由に該当したことに

より当該育児休業の承認が取り消された後、同条に規定する承認に係

る子が次に掲げる場合に該当することとなったこと。 

 

ア 前号ア又はイに掲げる場合  

イ 民法（明治29年法律第89号）第817条の２第１項の規定による請

求に係る家事審判事件が終了した場合（特別養子縁組の成立の審判

が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉

法第27条第１項第３号の規定による措置が解除された場合 

 

(３) （略） (２) （略） 

(４) （略） (３) （略） 

(５) （略） (４) （略） 

(６) （略） (５) （略） 

(７) 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること。 (６) 第２条の２第３号に掲げる場合に該当すること。 

(８) （略） 

 

(７) （略） 
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しない場合

に育児短時間勤務をすることができる特別の事情） 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しない場合

に育児短時間勤務をすることができる特別の事情） 

第11条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で定める特別の事情は、

次に掲げる事情とする。 

第11条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で定める特別の事情は、

次に掲げる事情とする。 

(１) 育児短時間勤務（育児休業法第10条第１項に規定する育児短時間

勤務をいう。以下同じ。）をしている職員が、産前の休業を始め、又

は出産したことにより、当該育児短時間勤務の承認が効力を失った

後、当該産前の休業又は出産に係る子が第３条第１号ア又はイに掲げ

る場合に該当することとなったこと。 

(１) 育児短時間勤務（育児休業法第10条第１項に規定する育児短時間

勤務をいう。以下同じ。）をしている職員が産前の休業を始め若しく

は出産したことにより当該育児短時間勤務の承認が効力を失い、又は

第14条第１号に掲げる事由に該当したことにより当該育児短時間勤務

の承認が取り消された後、当該産前の休業若しくは出産に係る子若し

くは同号に規定する承認に係る子が死亡し、又は養子縁組等により職

員と別居することとなったこと。 

(２) 育児短時間勤務をしている職員が、第14条第１号に掲げる事由に

該当したことにより当該育児短時間勤務の承認が取り消された後、同

号に規定する承認に係る子が第３条第２号ア又はイに掲げる場合に該

当することとなったこと。 

 

(３) （略） (２) （略） 

(４) （略） (３) （略） 

(５) （略） (４) （略） 

(６) （略） (５) （略） 

(７) （略） 

 

(６) （略） 
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（部分休業の承認） （部分休業の承認） 

第22条 （略）  第22条 （略）  

２ 労働基準法第67条の規定による育児時間（以下「育児時間」とい

う。）又は勤務時間条例第15条の２の規定による介護時間の承認を受け

て勤務しない職員（非常勤職員を除く。）に対する部分休業の承認につ

いては、１日につき２時間から当該育児時間又は当該介護時間の承認を

受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で行うものとす

る。 

２ 労働基準法第67条の規定による育児時間（以下「育児時間」とい

う。）を承認されている職員（非常勤職員を除く。）に対する部分休業

の承認については、１日につき２時間から当該育児時間を減じた時間を

超えない範囲内で行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につき、当該非

常勤職員について１日につき定められた勤務時間から５時間45分を減じ

た時間を超えない範囲内で（当該非常勤職員が育児時間又は育児休業、

介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３

年法律第76号）第61条第32項において読み替えて準用する同条第29項の

規定による介護をするための時間（以下「介護をするための時間」とい

う。）の承認を受けて勤務しない場合にあっては、当該時間を超えない

範囲内で、かつ、２時間から当該育児時間又は当該介護をするための時

間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で）行

うものとする。 

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につき、当該非

常勤職員について１日につき定められた勤務時間から５時間45分を減じ

た時間を超えない範囲内で（当該非常勤職員が育児時間を承認されてい

る場合にあっては、当該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間から当

該育児時間を承認されている時間を減じた時間を超えない範囲内で）行

うものとする。 
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新旧対照表 

（件名）鳥羽市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成25年条例第6号） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

目次 目次 

第１章 総則（第１条―第３条） 第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 第２章 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

第１節 基本方針等（第４条・第５条） 第１節 基本方針等（第４条・第５条） 

第２節 人員に関する基準（第６条・第７条） 第２節 人員に関する基準（第６条・第７条） 

第３節 設備に関する基準（第８条） 第３節 設備に関する基準（第８条） 

第４節 運営に関する基準（第９条―第42条） 第４節 運営に関する基準（第９条―第42条） 

第５節 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の人員及び運

営に関する基準の特例（第43条・第44条） 

第５節 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の人員及び運

営に関する基準の特例（第43条・第44条） 

第３章 夜間対応型訪問介護 第３章 夜間対応型訪問介護 

第１節 基本方針等（第45条・第46条） 第１節 基本方針等（第45条・第46条） 

第２節 人員に関する基準（第47条・第48条） 第２節 人員に関する基準（第47条・第48条） 

第３節 設備に関する基準（第49条） 第３節 設備に関する基準（第49条） 

第４節 運営に関する基準（第50条―第59条） 第４節 運営に関する基準（第50条―第59条） 

第３章の２ 地域密着型通所介護  

第１節 基本方針（第59条の２）  
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

第２節 人員に関する基準（第59条の３・第59条の４）  

第３節 設備に関する基準（第59条の５）  

第４節 運営に関する基準（第59条の６―第59条の20）  

第５節 指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員、設備及び運

営に関する基準 

 

第１款 この節の趣旨及び基本方針（第59条の21・第59条の22）  

第２款 人員に関する基準（第59条の23・第59条の24）  

第３款 設備に関する基準（第59条の25・第59条の26）  

第４款 運営に関する基準（第59条の27―第59条の38）  

第４章 認知症対応型通所介護 第４章 認知症対応型通所介護 

第１節 基本方針（第60条） 第１節 基本方針（第60条） 

第２節 人員及び設備に関する基準 第２節 人員及び設備に関する基準 

第１款 単独型指定認知症対応型通所介護及び併設型指定認知症対

応型通所介護（第61条―第63条） 

第１款 単独型指定認知症対応型通所介護及び併設型指定認知症対

応型通所介護（第61条―第63条） 

第２款 共用型指定認知症対応型通所介護（第64条―第66条） 第２款 共用型指定認知症対応型通所介護（第64条―第66条） 

第３節 運営に関する基準（第67条―第80条） 第３節 運営に関する基準（第67条―第80条） 

第５章 小規模多機能型居宅介護 第５章 小規模多機能型居宅介護 

第１節 基本方針（第81条） 第１節 基本方針（第81条） 
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

第２節 人員に関する基準（第82条―第84条） 第２節 人員に関する基準（第82条―第84条） 

第３節 設備に関する基準（第85条・第86条） 第３節 設備に関する基準（第85条・第86条） 

第４節 運営に関する基準（第87条―第108条） 第４節 運営に関する基準（第87条―第108条） 

第６章 認知症対応型共同生活介護 第６章 認知症対応型共同生活介護 

第１節 基本方針（第109条） 第１節 基本方針（第109条） 

第２節 人員に関する基準（第110条―第112条） 第２節 人員に関する基準（第110条―第112条） 

第３節 設備に関する基準（第113条） 第３節 設備に関する基準（第113条） 

第４節 運営に関する基準（第114条―第128条） 第４節 運営に関する基準（第114条―第128条） 

第７章 地域密着型特定施設入居者生活介護 第７章 地域密着型特定施設入居者生活介護 

第１節 基本方針（第129条） 第１節 基本方針（第129条） 

第２節 人員に関する基準（第130条・第131条） 第２節 人員に関する基準（第130条・第131条） 

第３節 設備に関する基準（第132条） 第３節 設備に関する基準（第132条） 

第４節 運営に関する基準（第133条―第149条） 第４節 運営に関する基準（第133条―第149条） 

第８章 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 第８章 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

第１節 基本方針（第150条） 第１節 基本方針（第150条） 

第２節 人員に関する基準（第151条） 第２節 人員に関する基準（第151条） 

第３節 設備に関する基準（第152条） 第３節 設備に関する基準（第152条） 
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

第４節 運営に関する基準（第153条―第177条） 第４節 運営に関する基準（第153条―第177条） 

第５節 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の基本方針並び

に設備及び運営に関する基準 

第５節 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の基本方針並び

に設備及び運営に関する基準 

第１款 この節の趣旨及び基本方針（第178条・第179条） 第１款 この節の趣旨及び基本方針（第178条・第179条） 

第２款 設備に関する基準（第180条） 第２款 設備に関する基準（第180条） 

第３款 運営に関する基準（第181条―第189条） 第３款 運営に関する基準（第181条―第189条） 

第９章 看護小規模多機能型居宅介護 第９章 複合型サービス 

第１節 基本方針（第190条） 第１節 基本方針（第190条） 

第２節 人員に関する基準（第191条―第193条） 第２節 人員に関する基準（第191条―第193条） 

第３節 設備に関する基準（第194条・第195条） 第３節 設備に関する基準（第194条・第195条） 

第４節 運営に関する基準（第196条―第202条） 第４節 運営に関する基準（第196条―第202条） 

附則 

 

附則 

 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数） （定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数） 

第６条 （略）  第６条 （略）  

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の同一敷地内に次の各

号に掲げるいずれかの施設等がある場合において、当該施設等の入所者

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に次の各号に掲げるい

ずれかの施設等が併設されている場合において、当該施設等の入所者等
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

等の処遇に支障がない場合は、前項本文の規定にかかわらず、午後６時

から午前８時までの間において、当該施設等の職員をオペレーターとし

て充てることができる。 

の処遇に支障がない場合は、前項本文の規定にかかわらず、午後６時か

ら午前８時までの間において、当該施設等の職員をオペレーターとして

充てることができる。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

(５) 指定認知症対応型共同生活介護事業所（第110条第１項に規定す

る指定認知症対応型共同生活介護事業所をいう。第64条第１項、第65

条第１項、第82条第６項、第83条第３項及び第84条において同じ。） 

(５) 指定認知症対応型共同生活介護事業所（第110条第１項に規定す

る指定認知症対応型共同生活介護事業所をいう。第64条第１項、第65

条第１項、第82条第６項第１号、第83条第３項及び第84条において同

じ。） 

(６) 指定地域密着型特定施設（第129条第１項に規定する指定地域密

着型特定施設をいう。第64条第１項、第65条第１項及び第82条第６項

において同じ。） 

(６) 指定地域密着型特定施設（第129条第１項に規定する指定地域密

着型特定施設をいう。第64条第１項、第65条第１項及び第82条第６項

第２号において同じ。） 

(７) 指定地域密着型介護老人福祉施設（第150条第１項に規定する指

定地域密着型介護老人福祉施設をいう。第64条第１項、第65条第１項

及び第82条第６項において同じ。） 

(７) 指定地域密着型介護老人福祉施設（第150条第１項に規定する指

定地域密着型介護老人福祉施設をいう。第64条第１項、第65条第１項

及び第82条第６項第３号において同じ。） 

(８) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（第191条第１項に規定

する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所をいう。第５章から第８

章までにおいて同じ。） 

(８) 指定複合型サービス事業所（第191条第１項に規定する指定複合

型サービス事業所をいう。第５章から第８章までにおいて同じ。） 

(９)～(11) （略） (９)～(11) （略） 

６～12 （略） 

 

６～12 （略） 

 

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握） 
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

第14条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、計画作成責任者によ

る利用者の面接によるほか、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開

催するサービス担当者会議（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営

に関する基準（平成11年厚生省令第38号。以下「指定居宅介護支援等基

準」という。）第13条第９号に規定するサービス担当者会議をいう。以

下この章、第59条の６、第59条の28及び第59条の29において同じ。）等

を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療

サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならな

い。 

 

第14条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、計画作成責任者によ

る利用者の面接によるほか、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開

催するサービス担当者会議（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営

に関する基準（平成11年厚生省令第38号。以下「指定居宅介護支援等基

準」という。）第13条第９号に規定するサービス担当者会議をいう。以

下この章及び第67条において同じ。）等を通じて、利用者の心身の状

況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの

利用状況等の把握に努めなければならない。 

 

（法定代理受領サービスの提供を受けるための援助） （法定代理受領サービスの提供を受けるための援助） 

第16条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、利用申込者が介護保

険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「施行規則」という。）

第65条の４各号のいずれにも該当しない場合は、当該利用申込者又はそ

の家族に対し、居宅サービス計画（法第８条第24項に規定する居宅サー

ビス計画をいう。）の作成を指定居宅介護支援事業者に依頼する旨を市

に対して届け出ること等により、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護の提供を法定代理受領サービスとして受けることができる旨の説明、

指定居宅介護支援事業者に関する情報の提供その他の法定代理受領サー

ビスを行うために必要な援助を行わなければならない。 

 

第16条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、利用申込者が介護保

険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「施行規則」という。）

第65条の４各号のいずれにも該当しない場合は、当該利用申込者又はそ

の家族に対し、居宅サービス計画（法第８条第23項に規定する居宅サー

ビス計画をいう。）の作成を指定居宅介護支援事業者に依頼する旨を市

に対して届け出ること等により、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護の提供を法定代理受領サービスとして受けることができる旨の説明、

指定居宅介護支援事業者に関する情報の提供その他の法定代理受領サー

ビスを行うために必要な援助を行わなければならない。 
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（居宅サービス計画に沿ったサービスの提供） （居宅サービス計画に沿ったサービスの提供） 

第17条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、居宅サービス

計画（法第８条第24項に規定する居宅サービス計画をいい、施行規則第

65条の４第１号ハに規定する計画を含む。以下同じ。）が作成されてい

る場合は、当該居宅サービス計画に沿った指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護を提供しなければならない。 

 

第17条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、居宅サービス

計画（法第８条第23項に規定する居宅サービス計画をいい、施行規則第

65条の４第１号ハに規定する計画を含む。以下同じ。）が作成されてい

る場合は、当該居宅サービス計画に沿った指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護を提供しなければならない。 

 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本取扱方針） （指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本取扱方針） 

第23条 （略）  第23条 （略）  

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、自らその提供する

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の質の評価を行い、それらの結

果を公表し、常にその改善を図らなければならない。 

 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、自らその提供する

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の質の評価を行うとともに、定

期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその

改善を図らなければならない。 

 

（管理者等の責務） （管理者等の責務） 

第30条 （略）  第30条 （略）  

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理者は、当該指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の従業者にこの節の規定を遵

守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理者は、当該指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の従業者にこの章の規定を遵

守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

３ （略） 

 

３ （略） 
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（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保等） 

第32条 （略）  第32条 （略）  

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所ごとに、当該指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者によって

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供しなければならない。た

だし、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、適切に指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用者に提供する体制を構築してお

り、他の指定訪問介護事業所、指定夜間対応型訪問介護事業所又は指定

訪問看護事業所（以下この項において「指定訪問介護事業所等」とい

う。）との密接な連携を図ることにより当該指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所の効果的な運営を期待することができる場合であっ

て、利用者の処遇に支障がないときは、市長が地域の実情を勘案し適切

と認める範囲内において、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業の

一部を、当該他の指定訪問介護事業所等との契約に基づき、当該指定訪

問介護事業所等の従業者に行わせることができる。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所ごとに、当該指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者によって

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供しなければならない。た

だし、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、適切に指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用者に提供する体制を構築してお

り、他の指定訪問介護事業所又は指定夜間対応型訪問介護事業所（以下

この項において「指定訪問介護事業所等」という。）との密接な連携を

図ることにより当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の効

果的な運営を期待することができる場合であって、利用者の処遇に支障

がないときは、市長が地域の実情を勘案し適切と認める範囲内におい

て、定期巡回サービス、随時対応サービス又は随時訪問サービスの事業

の一部を、当該他の指定訪問介護事業所等との契約に基づき、当該指定

訪問介護事業所等の従業者に行わせることができる。 

３・４ （略） 

 

３・４ （略） 

 

（管理者等の責務） （管理者等の責務） 

第54条 （略）  第54条 （略）  

２ 指定夜間対応型訪問介護事業所の管理者は、当該指定夜間対応型訪問

介護事業所の従業者にこの節の規定を遵守させるため必要な指揮命令を

２ 指定夜間対応型訪問介護事業所の管理者は、当該指定夜間対応型訪問

介護事業所の従業者にこの章の規定を遵守させるため必要な指揮命令を
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行うものとする。 行うものとする。 

３ （略） 

 

３ （略） 

 

第３章の２ 地域密着型通所介護  

第１節 基本方針 

 

 

 

（基本方針）  

第59条の２ 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型通所介護（以

下「指定地域密着型通所介護」という。）の事業は、要介護状態となっ

た場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有

する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維

持又は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うこと

により、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用

者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならな

い。 

 

 

 

第２節 人員に関する基準 

 

 

 

（従業者の員数）  

第59条の３ 指定地域密着型通所介護の事業を行う者（以下「指定地域密

着型通所介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定
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地域密着型通所介護事業所」という。）ごとに置くべき従業者（以下こ

の節から第４節までにおいて「地域密着型通所介護従業者」という。）

の員数は、次のとおりとする。 

(１) 生活相談員 指定地域密着型通所介護の提供日ごとに、当該指定

地域密着型通所介護を提供している時間帯に生活相談員（専ら当該指

定地域密着型通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務している時

間数の合計数を当該指定地域密着型通所介護を提供している時間帯の

時間数で除して得た数が１以上確保されるために必要と認められる数 

 

(２) 看護師又は准看護師（以下この章において「看護職員」とい

う。） 指定地域密着型通所介護の単位ごとに、専ら当該指定地域密

着型通所介護の提供に当たる看護職員が１以上確保されるために必要

と認められる数 

 

(３) 介護職員 指定地域密着型通所介護の単位ごとに、当該指定地域

密着型通所介護を提供している時間帯に介護職員（専ら当該指定地域

密着型通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の

合計数を当該指定地域密着型通所介護を提供している時間数（次項に

おいて「提供単位時間数」という。）で除して得た数が利用者（当該

指定地域密着型通所介護事業者が法第115条の45第１項第１号ロに規

定する第１号通所事業（地域における医療及び介護の総合的な確保を

推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成26年法律第83

号）第５条による改正前の法第８条の２第７項に規定する介護予防通

所介護に相当するものとして市が定めるものに限る。）に係る指定事

業者の指定を併せて受け、かつ、指定地域密着型通所介護の事業と当
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該第１号通所事業とが同一の事業所において一体的に運営されている

場合にあっては、当該事業所における指定地域密着型通所介護又は当

該第１号通所事業の利用者。以下この節及び次節において同じ。）の

数が15人までの場合にあっては１以上、15人を超える場合にあっては

15人を超える部分の数を５で除して得た数に１を加えた数以上確保さ

れるために必要と認められる数 

(４) 機能訓練指導員 １以上  

２ 当該指定地域密着型通所介護事業所の利用定員（当該指定地域密着型

通所介護事業所において同時に指定地域密着型通所介護の提供を受ける

ことができる利用者の数の上限をいう。以下この節から第４節までにお

いて同じ。）が10人以下である場合にあっては、前項の規定にかかわら

ず、看護職員及び介護職員の員数を、指定地域密着型通所介護の単位ご

とに、当該指定地域密着型通所介護を提供している時間帯に看護職員又

は介護職員（いずれも専ら当該指定地域密着型通所介護の提供に当たる

者に限る。）が勤務している時間数の合計数を提供単位時間数で除して

得た数が１以上確保されるために必要と認められる数とすることができ

る。 

 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護の単位ご

とに、第１項第３号の介護職員（前項の適用を受ける場合にあっては、

同項の看護職員又は介護職員。次項及び第７項において同じ。）を、常

時１人以上当該指定地域密着型通所介護に従事させなければならない。 

 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、介護職員は、利用者の処遇に

支障がない場合は、他の指定地域密着型通所介護の単位の介護職員とし
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て従事することができるものとする。 

５ 前各項の指定地域密着型通所介護の単位は、指定地域密着型通所介護

であってその提供が同時に１又は複数の利用者に対して一体的に行われ

るものをいう。 

 

６ 第１項第４号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の

減退を防止するための訓練を行う能力を有する者とし、当該指定地域密

着型通所介護事業所の他の職務に従事することができるものとする。 

 

７ 第１項の生活相談員又は介護職員のうち１人以上は、常勤でなければ

ならない。 

 

８ 指定地域密着型通所介護事業者が第１項第３号に規定する第１号通所

事業に係る指定事業者の指定を併せて受け、かつ、指定地域密着型通所

介護の事業と当該第１号通所事業とが同一の事業所において一体的に運

営されている場合については、市の定める当該第１号通所事業の人員に

関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしてい

るものとみなすことができる。 

 

 

 

（管理者）  

第59条の４ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護

事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければなら

ない。ただし、指定地域密着型通所介護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定地域密着型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一

敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるものと
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する。 

 

第３節 設備に関する基準 

 

 

 

（設備及び備品等）  

第59条の５ 指定地域密着型通所介護事業所は、食堂、機能訓練室、静養

室、相談室及び事務室を有するほか、消火設備その他の非常災害に際し

て必要な設備並びに指定地域密着型通所介護の提供に必要なその他の設

備及び備品等を備えなければならない。 

 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。  

(１) 食堂及び機能訓練室  

ア 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、

その合計した面積は、３平方メートルに利用定員を乗じて得た面積

以上とすること。 

 

イ アにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際にはそ

の提供に支障がない広さを確保でき、かつ、機能訓練を行う際には

その実施に支障がない広さを確保できる場合にあっては、同一の場

所とすることができる。 

 

(２) 相談室 遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう

配慮されていること。 
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３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定地域密着型通所介護の事業の用

に供するものでなければならない。ただし、利用者に対する指定地域密

着型通所介護の提供に支障がない場合は、この限りでない。 

 

４ 前項ただし書の場合（指定地域密着型通所介護事業者が第１項に掲げ

る設備を利用し、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービ

スを提供する場合に限る。）には、当該サービスの内容を当該サービス

の提供の開始前に市長に届け出るものとする。 

 

５ 指定地域密着型通所介護事業者が第59条の３第１項第３号に規定する

第１号通所事業に係る指定事業者の指定を併せて受け、かつ、指定地域

密着型通所介護の事業と当該第１号通所事業とが同一の事業所において

一体的に運営されている場合については、市の定める当該第１号通所事

業の設備に関する基準を満たすことをもって、第１項から第３項までに

規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

 

 

 

第４節 運営に関する基準 

 

 

 

（心身の状況等の把握）  

第59条の６ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護

の提供に当たっては、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催する

サービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれてい

る環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に

努めなければならない。 
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（利用料等の受領）  

第59条の７ 指定地域密着型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに

該当する指定地域密着型通所介護を提供した際には、その利用者から利

用料の一部として、当該指定地域密着型通所介護に係る地域密着型介護

サービス費用基準額から当該指定地域密着型通所介護事業者に支払われ

る地域密着型介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるもの

とする。 

 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当しな

い指定地域密着型通所介護を提供した際にその利用者から支払を受ける

利用料の額と、指定地域密着型通所介護に係る地域密着型介護サービス

費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならな

い。 

 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、

次の各号に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができる。 

 

(１) 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する

利用者に対して行う送迎に要する費用 

 

(２) 指定地域密着型通所介護に通常要する時間を超える指定地域密着

型通所介護であって利用者の選定に係るものの提供に伴い必要となる

費用の範囲内において、通常の指定地域密着型通所介護に係る地域密

着型介護サービス費用基準額を超える費用 
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(３) 食事の提供に要する費用  

(４) おむつ代  

(５) 前各号に掲げるもののほか、指定地域密着型通所介護の提供にお

いて提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるもの

に係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められ

る費用 

 

４ 前項第３号に掲げる費用については、居住、滞在及び宿泊並びに食事

の提供に係る利用料等に関する指針（平成17年厚生労働省告示第419

号。以下「利用料等に関する指針」という。）によるものとする。 

 

５ 指定地域密着型通所介護事業者は、第３項の費用の額に係るサービス

の提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サ

ービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければ

ならない。 

 

 

 

（指定地域密着型通所介護の基本取扱方針）  

第59条の８ 指定地域密着型通所介護は、利用者の要介護状態の軽減又は

悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければ

ならない。 

 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、自らその提供する指定地域密着型

通所介護の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。 
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（指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針）  

第59条の９ 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲げるところによる

ものとする。 

 

(１) 指定地域密着型通所介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を

継続することができるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を

図りつつ、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当適切に行うものとす

る。 

 

(２) 指定地域密着型通所介護は、利用者一人一人の人格を尊重し、利

用者がそれぞれの役割を持って日常生活を送ることができるよう配慮

して行うものとする。 

 

(３) 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、次条第１項に規定

する地域密着型通所介護計画に基づき、漫然かつ画一的にならないよ

うに、利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよ

う必要な援助を行うものとする。 

 

(４) 指定地域密着型通所介護従業者は、指定地域密着型通所介護の提

供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族

に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を

行うものとする。 

 

(５) 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に

対応し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行うものとする。 

 

(６) 指定地域密着型通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況を的  
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確に把握しつつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサー

ビスを利用者の希望に沿って適切に提供する。特に、認知症（法第５

条の２に規定する認知症をいう。以下同じ。）である要介護者に対し

ては、必要に応じ、その特性に対応したサービスの提供ができる体制

を整えるものとする。 

 

 

（地域密着型通所介護計画の作成）  

第59条の10 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、利用者の心身の

状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、

当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した地域密

着型通所介護計画を作成しなければならない。 

 

２ 地域密着型通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている

場合は、当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しなければならな

い。 

 

３ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画

の作成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説

明し、利用者の同意を得なければならない。 

 

４ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画

を作成した際には、当該地域密着型通所介護計画を利用者に交付しなけ

ればならない。 

 

５ 指定地域密着型通所介護従業者は、それぞれの利用者について、地域

密着型通所介護計画に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の
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記録を行う。 

 

（管理者の責務）  

第59条の11 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、当該指定地域密

着型通所介護事業所の従業者の管理及び指定地域密着型通所介護の利用

の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行

うものとする。 

 

２ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、当該指定地域密着型通所

介護事業所の従業者にこの節の規定を遵守させるため必要な指揮命令を

行うものとする。 

 

 

 

（運営規定）  

第59条の12 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護

事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程

（以下この節において「運営規定」という。）を定めておかなければな

らない。 

 

(１) 事業の目的及び運営の方針  

(２) 従業者の職種、員数及び職務の内容  

(３) 営業日及び営業時間  

(４) 指定地域密着型通所介護の利用定員  
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(５) 指定地域密着型通所介護の内容及び利用料その他の費用の額  

(６) 通常の事業の実施地域  

(７) サービス利用に当たっての留意事項  

(８) 緊急時等における対応方法  

(９) 非常災害対策  

(10) その他運営に関する重要事項 

 

 

 

（勤務体制の確保等）  

第59条の13 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対し適切な指定

地域密着型通所介護を提供できるよう、指定地域密着型通所介護事業所

ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所ご

とに、当該指定地域密着型通所介護事業所の従業者によって指定地域密

着型通所介護を提供しなければならない。ただし、利用者の処遇に直接

影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、地域密着型通所介護従業者の資質

の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。 

 

 

 

（定員の遵守）  

第59条の14 指定地域密着型通所介護事業者は、利用定員を超えて指定地  
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域密着型通所介護の提供を行ってはならない。ただし、災害その他のや

むを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

 

 

（非常災害対策）  

第59条の15 指定地域密着型通所介護事業者は、非常災害に関する具体的

計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、そ

れらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他

必要な訓練を行わなければならない。 

 

 

 

（衛生管理等）  

第59条の16 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者の使用する施設、

食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、

又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、当該指定地域密着型通所介護事業

所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。 

 

 

 

（地域との連携等）  

第59条の17 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護

の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、市の

職員又は指定地域密着型通所介護事業所が所在する区域を管轄する法第
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115条の46第１項に規定する地域包括支援センターの職員、地域密着型

通所介護について知見を有する者等により構成される協議会（以下この

項において「運営推進会議」という。）を設置し、おおむね６月に１回

以上、運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営推進会議による評価

を受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を

設けなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項の報告、評価、要望、助言等

についての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならな

い。 

 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地

域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交

流を図らなければならない。 

 

４ 指定地域密着型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、提

供した指定地域密着型通所介護に関する利用者からの苦情に関して、市

等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施する事業に

協力するよう努めなければならない。 

 

５ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所の

所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定地域密着型通

所介護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対し

ても指定地域密着型通所介護の提供を行うよう努めなければならない。 

 

 

 

（事故発生時の対応）  
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第59条の18 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域

密着型通所介護の提供により事故が発生した場合は、市、当該利用者の

家族、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者等に連絡を行うととも

に、必要な措置を講じなければならない。 

 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際し

て採った処置について記録しなければならない。 

 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型通

所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速や

かに行わなければならない。 

 

４ 指定地域密着型通所介護事業者は、第59条の５第４項の指定地域密着

型通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、第１項

及び第２項の規定に準じた必要な措置を講じなければならない。 

 

 

 

（記録の整備）  

第59条の19 指定地域密着型通所介護事業者は、従業者、設備、備品及び

会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型通

所介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日か

ら２年間保存しなければならない 

 

(１) 地域密着型通所介護計画  

(２) 次条において準用する第20条第２項に規定する提供した具体的な  



 

34 

34 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

サービスの内容等の記録 

(３) 次条において準用する第28条に規定する市への通知に係る記録  

(４) 次条において準用する第38条第２項に規定する苦情の内容等の記

録 

 

(５) 前条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置に

ついての記録 

 

(６) 第59条の17第２項に規定する報告、評価、要望、助言等の記録 

 

 

 

（準用）  

第59条の20 第９条から第13条まで、第15条から第18条まで、第20条、第

22条、第28条、第34条から第38条まで、第41条及び第53条の規定は、指

定地域密着型通所介護の事業について準用する。この場合において、第

９条第１項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第59条の12に

規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者」とあるのは「地域密着型通所介護従業者」と、第34条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「地域密着型

通所介護従業者」と読み替えるものとする。 

 

 

 

第５節 指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人

員、設備及び運営に関する基準 

 

第１款 この節の趣旨及び基本方針  



 

35 

35 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

  

（この節の趣旨）  

第59条の21 第１節から第４節までの規定にかかわらず、指定療養通所介

護（指定地域密着型通所介護であって、難病等を有する重度要介護者又

はがん末期の者であって、サービス提供に当たり常時看護師による観察

が必要なものを対象者とし、第59条の31に規定する療養通所介護計画に

基づき、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機

能訓練を行うものをいう。以下同じ。）の事業の基本方針並びに人員、

設備及び運営に関する基準については、この節に定めるところによる。 

 

 

 

（基本方針）  

第59条の22 指定療養通所介護の事業は、要介護状態となった場合におい

ても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応

じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を

目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用

者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身

体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。 

 

２ 指定療養通所介護の事業を行う者（以下「指定療養通所介護事業者」

という。）は、指定療養通所介護の提供に当たっては、利用者の主治の

医師及び当該利用者の利用している訪問看護事業者（指定訪問看護事業

者又は健康保険法（大正11年法律第70号）第88条第１項に規定する指定

訪問看護事業者をいう。以下この節において同じ。）等との密接な連携
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に努めなければならない。 

 

第２款 人員に関する基準 

 

 

 

（従業者の員数）  

第59条の23 指定療養通所介護事業者が当該事業を行う事業所（以下「指

定療養通所介護事業所」という。）ごとに置くべき指定療養通所介護の

提供に当たる看護職員又は介護職員（以下この節において「療養通所介

護従業者」という。）の員数は、利用者の数が1.5に対し、提供時間帯

を通じて専ら当該指定療養通所介護の提供に当たる療養通所介護従業者

が１以上確保されるために必要と認められる数以上とする。 

 

２ 前項の療養通所介護従業者のうち１人以上は、常勤の看護師であって

専ら指定療養通所介護の職務に従事する者でなければならない。 

 

 

 

（管理者）  

第59条の24 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業所ごとに

専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、指定療養通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定療養

通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業

所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

 

２ 指定療養通所介護事業所の管理者は、看護師でなければならない。  
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３ 指定療養通所介護事業所の管理者は、適切な指定療養通所介護を行う

ために必要な知識及び技能を有する者でなければならない。 

 

 

 

第３款 設備に関する基準 

 

 

 

（利用定員）  

第59条の25 指定療養通所介護事業所は、その利用定員（当該指定療養通

所介護事業所において同時に指定療養通所介護の提供を受けることがで

きる利用者の数の上限をいう。以下この節において同じ。）を９人以下

とする。 

 

 

 

（設備及び備品等）  

第59条の26 指定療養通所介護事業所は、指定療養通所介護を行うのにふ

さわしい専用の部屋を有するほか、消火設備その他の非常災害に際して

必要な設備並びに指定療養通所介護の提供に必要な設備及び備品等を備

えなければならない。 

 

２ 前項に掲げる専用の部屋の面積は、6.4平方メートルに利用定員を乗

じた面積以上とする。 

 

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定療養通所介護の事業の用に供す

るものでなければならない。ただし、利用者に対する指定療養通所介護

の提供に支障がない場合は、この限りでない。 
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４ 前項ただし書の場合（指定療養通所介護事業者が第１項に掲げる設備

を利用し、夜間及び深夜に療養通所介護以外のサービスを提供する場合

に限る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に

市長に届け出るものとする。 

 

 

 

第４款 運営に関する基準 

 

 

 

（内容及び手続の説明及び同意）  

第59条の27 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供の開始

に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第59条の34に規

定する運営規程の概要、療養通所介護従業者の勤務の体制、第59条の32

第１項に規定する利用者ごとに定めた緊急時等の対応策、主治の医師及

び第59条の35第１項に規定する緊急時対応医療機関との連絡体制並びに

その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を

記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者

の同意を得なければならない。 

 

２ 第９条第２項から第６項までの規定は、前項の規定による文書の交付

について準用する。 

 

 

 

（心身の状況等の把握）  

第59条の28 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供に当た

っては、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサービス担当
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者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の

保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければ

ならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、体調の変化等に応じた適切なサービスを

提供できるよう、特に利用者の主治の医師及び当該利用者が利用する訪

問看護事業者等との密接な連携を図り、利用者の心身の状況等の把握に

努めなければならない。 

 

 

 

（指定居宅介護支援事業者等との連携）  

第59条の29 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護を提供するに

当たっては、指定居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉

サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提供

の適否について、主治の医師を含めたサービス担当者会議において検討

するため、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業に対して必要な情報

を提供するように努めなければならない。 

 

３ 指定療養通所介護事業者は、利用者に係る指定居宅介護支援事業者に

対して、居宅サービス計画の作成及び変更等に必要な情報を提供するよ

うに努めなければならない。 

 

４ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供の終了に際して

は、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、当該利用

者に係る指定居宅介護支援事業者に対する情報の提供及び保健医療サー
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ビス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければなら

ない。 

 

（指定療養通所介護の具体的取扱方針）  

第59条の30 指定療養通所介護の方針は、次に掲げるところによるものと

する。 

 

(１) 指定療養通所介護の提供に当たっては、次条第１項に規定する療

養通所介護計画に基づき、利用者の機能訓練及びその者が日常生活を

営むことができるよう必要な援助を行うものとする。 

 

(２) 療養通所介護従業者は、指定療養通所介護の提供に当たっては、

懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービス

の提供方法等について、理解しやすいように説明を行うものとする。 

 

(３) 指定療養通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応

し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行うものとする。 

 

(４) 指定療養通所介護事業者は、利用者の体調の変化等に応じた適切

なサービスを提供できるよう、利用者の主治の医師や当該利用者の利

用する訪問看護事業者等との密接な連携を図り、サービスの提供方法

及び手順等についての情報の共有を十分に図るものとする。 

 

(５) 指定療養通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況を的確に把

握しつつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを

利用者の希望に沿って適切に提供するものとする。 
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（療養通所介護計画の作成）  

第59条の31 指定療養通所介護事業所の管理者は、利用者の心身の状況、

希望及びその置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目

標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した療養通所介護

計画を作成しなければならない。 

 

２ 療養通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合

は、当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。 

 

３ 療養通所介護計画は、既に訪問看護計画書（指定居宅サービス等基準

第70条第１項に規定する訪問看護計画書又は指定訪問看護の事業の人員

及び運営に関する基準（平成12年厚生省令第80号）第17条第１項に規定

する訪問看護計画書をいう。以下この節において同じ。）が作成されて

いる場合は、当該訪問看護計画書の内容との整合を図りつつ、作成しな

ければならない。 

 

４ 指定療養通所介護事業所の管理者は、療養通所介護計画の作成に当た

っては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者

の同意を得なければならない。 

 

５ 指定療養通所介護事業所の管理者は、療養通所介護計画を作成した際

には、当該療養通所介護計画を利用者に交付しなければならない。 

 

６ 療養通所介護従業者は、それぞれの利用者について、療養通所介護計

画に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。 
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（緊急時等の対応）  

第59条の32 指定療養通所介護事業者は、現に指定療養通所介護の提供を

行っているときに利用者の病状の急変が生じた場合等に備え、主治の医

師とともに、その場合の対応策（以下この節において「緊急時等の対応

策」という。）について利用者ごとに検討し、緊急時等の対応策をあら

かじめ定めておかなければならない。 

 

２ 指定療養通所介護事業者は、緊急時等の対応策について、利用者及び

その家族に対して十分に説明し、利用者及びその家族が安心してサービ

スを利用できるよう配慮しなければならない。 

 

３ 療養通所介護従業者は、現に指定療養通所介護の提供を行っていると

きに利用者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、緊急時等の

対応策に基づき、速やかに主治の医師又は第59条の35第１項に規定する

緊急時対応医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければなら

ない。 

 

４ 指定療養通所介護事業者は、利用者の主治の医師と密接な連携をとり

ながら、利用者の状態の変化に応じて緊急時等の対応策の変更を行うも

のとする。 

 

５ 第１項及び第２項の規定は、前項に規定する緊急時等の対応策の変更

について準用する。 
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（管理者の責務）  

第59条の33 指定療養通所介護事業所の管理者は、当該指定療養通所介護

事業所の従業者の管理及び指定療養通所介護の利用の申込みに係る調

整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うものとする。 

 

２ 指定療養通所介護事業所の管理者は、利用者の体調の変化等に応じた

適切なサービスを提供できるよう、利用者の主治の医師や当該利用者が

利用する訪問看護事業者等との密接な連携を図り、サービスの提供方法

及び手順等についての情報の共有を十分に行わなければならない。 

 

３ 指定療養通所介護事業所の管理者は、指定療養通所介護の提供に適切

な環境を整備しなければならない。 

 

４ 指定療養通所介護事業所の管理者は、指定療養通所介護の利用者個々

の療養通所介護計画の作成に関し、必要な指導及び管理を行わなければ

ならない。 

 

５ 指定療養通所介護事業所の管理者は、当該指定療養通所介護事業所の

従業者にこの款の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとす

る。 

 

 

 

（運営規程）  

第59条の34 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業所ごとに

次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程（以下この節に

おいて「運営規定」という。）を定めておかなければならない。 
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(１) 事業の目的及び運営の方針  

(２) 従業者の職種、員数及び職務の内容  

(３) 営業日及び営業時間  

(４) 指定療養通所介護の利用定員  

(５) 指定療養通所介護の内容及び利用料その他の費用の額  

(６) 通常の事業の実施地域  

(７) サービス利用に当たっての留意事項  

(８) 非常災害対策  

(９) その他運営に関する重要事項 

 

 

 

（緊急時対応医療機関）  

第59条の35 指定療養通所介護事業者は、利用者の病状の急変等に備える

ため、あらかじめ、緊急時対応医療機関を定めておかなければならな

い。 

 

２ 緊急時対応医療機関は、指定療養通所介護事業所と同一の敷地内に存

し、又は隣接し、若しくは近接していなければならない。 

 

３ 指定療養通所介護事業者は、緊急時において円滑な協力を得るため、

当該緊急時対応医療機関との間であらかじめ必要な事項を取り決めてお

かなければならない。 
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（安全・サービス提供管理委員会の設置）  

第59条の36 指定療養通所介護事業者は、安全かつ適切なサービスの提供

を確保するため、地域の医療関係団体に属する者、地域の保健、医療又

は福祉の分野を専門とする者その他指定療養通所介護の安全かつ適切な

サービスの提供を確保するために必要と認められる者から構成される安

全・サービス提供管理委員会（次項において「委員会」という。）を設

置しなければならない。 

 

２ 指定療養通所介護事業者は、おおむね６月に１回以上委員会を開催す

ることとし、事故事例等、安全管理に必要なデータの収集を行うととも

に、当該データ等を踏まえ、指定療養通所介護事業所における安全かつ

適切なサービスの提供を確保するための方策の検討を行い、当該検討の

結果についての記録を作成しなければならない。 

 

３ 指定療養通所介護事業者は、前項の検討の結果を踏まえ、必要に応じ

て対策を講じなければならない。 

 

 

 

（記録の整備）  

第59条の37 指定療養通所介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計に

関する諸記録を整備しておかなければならない。 

 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提供

に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存
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しなければならない。 

(１) 療養通所介護計画  

(２) 前条第２項に規定する検討の結果についての記録  

(３) 次条において準用する第20条第２項に規定する提供した具体的な

サービスの内容等の記録 

 

(４) 次条において準用する第28条に規定する市への通知に係る記録  

(５) 次条において準用する第38条第２項に規定する苦情の内容等の記

録 

 

(６) 次条において準用する第59条の18第２項に規定する事故の状況及

び事故に際して採った処置についての記録 

 

(７) 次条において準用する第59条の17第２項に規定する報告、評価、

要望、助言等の記録 

 

 

 

（準用）  

第59条の38 第10条から第13条まで、第16条から第18条まで、第20条、第

22条、第28条、第34条から第38条まで、第41条、第59条の７（第３項第

２号を除く。）、第59条の８及び第59条の13から第59条の18までの規定

は、指定療養通所介護の事業について準用する。この場合において、第

34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「療養

通所介護従業者」と、第59条の13第３項中「地域密着型通所介護従業

 

 



 

47 

47 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

者」とあるのは「療養通所介護従業者」と、第59条の17第１項中「地域

密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「療養通所介護に

ついて知見を有する者」と、「６月」とあるのは「12月」と、同条第３

項中「当たっては」とあるのは「当たっては、利用者の状態に応じて」

と、第59条の18第４項中「第59条の５第４項」とあるのは「第59条の26

第４項」と読み替えるものとする。 

 

第60条 指定地域密着型サービスに該当する認知症対応型通所介護（以下

「指定認知症対応型通所介護」という。）の事業は、要介護状態となっ

た場合においても、認知症である利用者（認知症の原因となる疾患が急

性の状態にある者を除く。以下同じ。）が可能な限りその居宅におい

て、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生

活機能の維持又は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練

を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持

並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなけれ

ばならない。 

 

第60条 指定地域密着型サービスに該当する認知症対応型通所介護（以下

「指定認知症対応型通所介護」という。）の事業は、要介護状態となっ

た場合においても、認知症（法第５条の２に規定する認知症をいう。以

下同じ。）である利用者（認知症の原因となる疾患が急性の状態にある

者を除く。以下同じ。）が可能な限りその居宅において、その有する能

力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活上

の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及

び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減

を図るものでなければならない。 

 

（設備及び備品等） （設備及び備品等） 

第63条 （略）  第63条 （略）  

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 前項ただし書の場合（単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業

者が第１項に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に単独型・併設型指定
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認知症対応型通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、

当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に市長に届け出るも

のとする。 

５ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者が単独型・併設型指

定介護予防認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、単

独型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業と単独型・併設型指定介

護予防認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所において一体的に

運営されている場合については、指定地域密着型介護予防サービス基準

第７条第１項から第３項までに規定する設備に関する基準を満たすこと

をもって、第１項から第３項までに規定する基準を満たしているものと

みなすことができる。 

 

４ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者が単独型・併設型指

定介護予防認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、単

独型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業と単独型・併設型指定介

護予防認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所において一体的に

運営されている場合については、指定地域密着型介護予防サービス基準

第７条第１項から第３項までに規定する設備に関する基準を満たすこと

をもって、前３項に規定する基準を満たしているものとみなすことがで

きる。 

 

（利用定員等） （利用定員等） 

第65条 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員（当該共用型

指定認知症対応型通所介護事業所において同時に共用型指定認知症対応

型通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。）

は、指定認知症対応型共同生活介護事業所又は指定介護予防認知症対応

型共同生活介護事業所においては共同生活住居（法第８条第20項又は法

第８条の２第15項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。）ごと

に、指定地域密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設にお

いては施設ごとに１日当たり３人以下とする。 

第65条 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員（当該共用型

指定認知症対応型通所介護事業所において同時に共用型指定認知症対応

型通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。）

は、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定介護予防認知症対応型

共同生活介護事業所、指定地域密着型特定施設又は指定地域密着型介護

老人福祉施設ごとに１日当たり３人以下とする。 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービス（法第

41条第１項に規定する指定居宅サービスをいう。以下同じ。）、指定地

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービス（法第

41条第１項に規定する指定居宅サービスをいう。）、指定地域密着型サ
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域密着型サービス、指定居宅介護支援（法第46条第１項に規定する指定

居宅介護支援をいう。）、指定介護予防サービス（法第53条第１項に規

定する指定介護予防サービスをいう。以下同じ。）、指定地域密着型介

護予防サービス（法第54条の２第１項に規定する指定地域密着型介護予

防サービスをいう。以下同じ。）若しくは指定介護予防支援（法第58条

第１項に規定する指定介護予防支援をいう。）の事業又は介護保険施設

（法第８条第25項に規定する介護保険施設をいう。以下同じ。）若しく

は指定介護療養型医療施設の運営（第82条第７項において「指定居宅サ

ービス事業等」という。）について３年以上の経験を有する者でなけれ

ばならない。 

 

ービス、指定居宅介護支援（法第46条第１項に規定する指定居宅介護支

援をいう。）、指定介護予防サービス（法第53条第１項に規定する指定

介護予防サービスをいう。）、指定地域密着型介護予防サービス（法第

54条の２第１項に規定する指定地域密着型介護予防サービスをいう。）

若しくは指定介護予防支援（法第58条第１項に規定する指定介護予防支

援をいう。）の事業又は介護保険施設若しくは指定介護療養型医療施設

の運営（第82条第７項において「指定居宅サービス事業等」という。）

について３年以上の経験を有する者でなければならない。 

 

 （心身の状況等の把握） 

 

 

第67条 指定認知症対応型通所介護事業者（単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護事業者及び共用型指定認知症対応型通所介護事業者をい

う。以下同じ。）は、指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、

利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等

を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療

サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならな

い。 

 

 （利用料等の受領） 

 第68条 指定認知症対応型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該

当する指定認知症対応型通所介護を提供した際には、その利用者から利
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用料の一部として、当該指定認知症対応型通所介護に係る地域密着型介

護サービス費用基準額から当該指定認知症対応型通所介護事業者に支払

われる地域密着型介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受ける

ものとする。 

 ２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当し

ない指定認知症対応型通所介護を提供した際にその利用者から支払を受

ける利用料の額と、指定認知症対応型通所介護に係る地域密着型介護サ

ービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければ

ならない。 

 ３ 指定認知症対応型通所介護事業者は、前２項の支払を受ける額のほ

か、次に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができる。 

 (１) 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する

利用者に対して行う送迎に要する費用 

 (２) 指定認知症対応型通所介護に通常要する時間を超える指定認知症

対応型通所介護であって利用者の選定に係るものの提供に伴い必要と

なる費用の範囲内において、通常の指定認知症対応型通所介護に係る

地域密着型介護サービス費用基準額を超える費用 

 (３) 食事の提供に要する費用 

 (４) おむつ代 

 (５) 前各号に掲げるもののほか、指定認知症対応型通所介護の提供に

おいて提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるも
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のに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認めら

れる費用 

 ４ 前項第３号に掲げる費用については、居住、滞在及び宿泊並びに食事

の提供に係る利用料等に関する指針（平成17年厚生労働省告示第419

号。以下「利用料等に関する指針」という。）によるものとする。 

 

 

５ 指定認知症対応型通所介護事業者は、第３項各号に掲げる費用の額に

係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に

対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意

を得なければならない。 

 

第67条及び第68条 削除 

 

 

 

（指定認知症対応型通所介護の基本取扱方針） （指定認知症対応型通所介護の基本取扱方針） 

第69条 （略）  第69条 （略）  

２ 指定認知症対応型通所介護事業者（単独型・併設型指定認知症対応型

通所介護事業者及び共用型指定認知症対応型通所介護事業者をいう。以

下同じ。）は、自らその提供する指定認知症対応型通所介護の質の評価

を行い、常にその改善を図らなければならない。 

 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、自らその提供する指定認知症対

応型通所介護の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならな

い。 

 

 （管理者の責務） 

第72条 削除 第72条 指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は、指定認知症対応型
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通所介護事業所の従業者の管理及び指定認知症対応型通所介護の利用の

申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行う

ものとする。 

 

 

２ 指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は、当該指定認知症対応型

通所介護事業所の従業者にこの節の規定を遵守させるため必要な指揮命

令を行うものとする。 

 

（運営規程） （運営規程） 

第73条 指定認知症対応型通所介護事業者は、指定認知症対応型通所介護

事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程

を定めておかなければならない。 

第73条 指定認知症対応型通所介護事業者は、指定認知症対応型通所介護

事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程

を定めておかなければならない。 

(１)～(３) （略） (１)～(３) （略） 

(４) 指定認知症対応型通所介護の利用定員（第61条第４項又は第65条

第１項の利用定員をいう。） 

(４) 指定認知症対応型通所介護の利用定員（第61条第４項又は第65条

第１項の利用定員をいう。第75条において同じ。） 

(５)～(10) （略） 

 

(５)～(10) （略） 

 

 （勤務体制の確保等） 

 第74条 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対し適切な指定認

知症対応型通所介護を提供できるよう、指定認知症対応型通所介護事業

所ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 
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 ２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、指定認知症対応型通所介護事業

所ごとに、当該指定認知症対応型通所介護事業所の従業者によって指定

認知症対応型通所介護を提供しなければならない。ただし、利用者の処

遇に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

 

 

３ 指定認知症対応型通所介護事業者は、認知症対応型通所介護従業者に

対し、その資質の向上のための研修の機会を確保しなければならない。 

 

 （定員の遵守） 

 

 

第75条 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用定員を超えて指定認知

症対応型通所介護の提供を行ってはならない。ただし、災害その他のや

むを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

 

 （非常災害対策） 

 

 

第76条 指定認知症対応型通所介護事業者は、非常災害に関する具体的な

計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携の体制を整備し、

それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難訓練、救出

訓練その他必要な訓練を行わなければならない。 

 

 （衛生管理等） 

 第77条 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者の使用する施設、食

器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又
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は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

 

 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、当該指定認知症対応型通所介護

事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を

講ずるよう努めなければならない。 

 

 （地域との連携等） 

 第78条 指定認知症対応型通所介護事業者は、その事業の運営に当たって

は、地域住民又はその自発的な活動等と連携し、又は協力することその

他の地域との交流を図らなければならない。 

 

 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、

提供した指定認知症対応型通所介護に関する利用者からの苦情に関して

市等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施する事業

に協力するよう努めなければならない。 

 

第74条から第78条まで 削除 

 

 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第79条 （略）  第79条 （略）  

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対応

型通所介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該提供の完結の

日から２年間保存しなければならない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対応

型通所介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該提供の完結の

日から２年間保存しなければならない。 
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(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

(５) 次条において準用する第59条の18第２項に規定する事故の状況及

び事故に際して採った処置についての記録 

(５) 次条において準用する第40条第２項に規定する事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

(６) 次条において準用する第59条の17第２項に規定する報告、評価、

要望、助言等の記録 

 

 

 

（準用） （準用） 

第80条 第９条から第13条まで、第15条から第18条まで、第20条、第22

条、第28条、第34条から第38条まで、第41条、第53条、第59条の６、第

59条の７、第59条の11及び第59条の13から第59条の18までの規定は、指

定認知症対応型通所介護の事業について準用する。この場合において、

第９条第１項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第73条に規

定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者」とあるのは「認知症対応型通所介護従業者」と、第34条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「認知症対応

型通所介護従業者」と、第59条の17第１項中「地域密着型通所介護につ

いて知見を有する者」とあるのは「認知症対応型通所介護について知見

を有する者」と、第59条の18第４項中「第59条の５第４項」とあるのは

「第63条第４項」と読み替えるものとする。 

 

第80条 第９条から第13条まで、第15条から第18条まで、第20条、第22

条、第28条、第34条から第38条まで、第40条、第41条及び第53条の規定

は、指定認知症対応型通所介護の事業について準用する。この場合にお

いて、第９条第１項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第73

条に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問

介護看護従業者」とあるのは「認知症対応型通所介護従業者」と、第34

条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「認知症

対応型通所介護従業者」と読み替えるものとする。 

 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第82条 （略）  第82条 （略）  
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２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する基

準を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の中欄に掲

げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは、同

表の右欄に掲げる当該小規模多機能型居宅介護従業者は、同表の中欄に

掲げる施設等の業務に従事することができる。 

６ 指定小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれかに掲げる施

設等が併設されている場合において、前各項に定める人員に関する基準

を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、当該各号に掲げる

施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは、当該小

規模多機能型居宅介護従業者は、当該各号に掲げる施設等の業務に従事

することができる。 

当該指定小規模多機能型

居宅介護事業所に中欄に

掲げる施設等のいずれか

が併設されている場合 

指定認知症対応型共同生

活介護事業所、指定地域

密着型特定施設、指定地

域密着型介護老人福祉施

設又は指定介護療養型医

療施設（医療法（昭和23

年法律第205号）第７条第

２項第４号に規定する療

養病床を有する診療所で

あるものに限る。） 

介護職員 

当該指定小規模多機能型

居宅介護事業所の同一敷

地内に中欄に掲げる施設

等のいずれかがある場合 

前項中欄に掲げる施設

等、指定居宅サービスの

事業を行う事業所、指定

定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所、指定

地域密着型通所介護事業

看護師又は准看

護師 
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所、指定認知症対応型通

所介護事業所、指定介護

老人福祉施設又は介護老

人保健施設 
 

 (１) 指定認知症対応型共同生活介護事業所 

 (２) 指定地域密着型特定施設 

 (３) 指定地域密着型介護老人福祉施設 

 (４) 指定介護療養型医療施設（医療法（昭和23年法律第205号）第７

条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限

る。） 

７ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居宅介

護事業所（指定小規模多機能型居宅介護事業所であって、指定居宅サー

ビス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について３年以上の

経験を有する指定小規模多機能型居宅介護事業者又は指定看護小規模多

機能型居宅介護事業者により設置される当該指定小規模多機能型居宅介

護事業所以外の指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所であって当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所に対して指定小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を行うもの

（以下「本体事業所」という。）との密接な連携の下に運営されるもの

をいう。以下同じ。）に置くべき訪問サービスの提供に当たる小規模多

機能型居宅介護従業者については、本体事業所の職員により当該サテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行わ

７ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居宅介

護事業所（指定小規模多機能型居宅介護事業所であって、指定居宅サー

ビス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について３年以上の

経験を有する指定小規模多機能型居宅介護事業者又は指定複合型サービ

ス事業者により設置される当該指定小規模多機能型居宅介護事業所以外

の指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定複合型サービス事業所で

あって当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に対して指定小規模多機

能型居宅介護の提供に係る支援を行うもの（以下「本体事業所」とい

う。）との密接な連携の下に運営されるものをいう。以下同じ。）に置

くべき訪問サービスの提供に当たる小規模多機能型居宅介護従業者につ

いては、本体事業所の職員により当該サテライト型指定小規模多機能型

居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると認められるときは、
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れると認められるときは、１人以上とすることができる。 １人以上とすることができる。 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居宅介

護事業所については、夜間及び深夜の時間帯を通じて本体事業所におい

て宿直勤務を行う小規模多機能型居宅介護従業者又は看護小規模多機能

型居宅介護従業者（第191条第１項に規定する看護小規模多機能型居宅

介護従業者をいう。）により当該サテライト型指定小規模多機能型居宅

介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると認められるときは、夜間

及び深夜の時間帯を通じて宿直勤務を行う小規模多機能型居宅介護従業

者を置かないことができる。 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居宅介

護事業所については、夜間及び深夜の時間帯を通じて本体事業所におい

て宿直勤務を行う小規模多機能型居宅介護従業者又は複合型サービス従

業者（第191条第１項に規定する複合型サービス従業者をいう。）によ

り当該サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇

が適切に行われると認められるときは、夜間及び深夜の時間帯を通じて

宿直勤務を行う小規模多機能型居宅介護従業者を置かないことができ

る。 

９ （略） ９ （略） 

10 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者に係る居宅サービス計

画及び小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事する介護支援専門

員を置かなければならない。ただし、当該介護支援専門員は、利用者の

処遇に支障がない場合は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の他

の業務に従事し、又は当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設す

る第６項の表に掲げる施設等の業務に従事することができる。 

10 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者に係る居宅サービス計

画及び小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事する介護支援専門

員を置かなければならない。ただし、当該介護支援専門員は、利用者の

処遇に支障がない場合は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の他

の業務に従事し、又は当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設す

る第６項各号に掲げる施設等の業務に従事することができる。 

11～13 （略） 

 

11～13 （略） 

 

（管理者） （管理者） 

第83条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅

介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障が

第83条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅

介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障が
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ない場合は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の他の業務に従事

し、又は当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第６項

の表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等の

いずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の業務若しく

は同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の業務

（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が、指定夜間対応

型訪問介護事業者、指定訪問介護事業者又は指定訪問看護事業者の指定

を併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、これらの事業に係

る業務を含む。）若しくは法第115条の45第１項に規定する介護予防・

日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事

業を除く。）に従事することができる。 

ない場合は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の他の業務に従事

し、又は当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第６項

各号に掲げる施設等の業務若しくは同一敷地内の指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所の業務（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者が、指定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪問介護事業者

又は指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、一体的な運営を行ってい

る場合には、これらの事業に係る業務を含む。）に従事することができ

る。 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター

（老人福祉法第20条の２の２に規定する老人デイサービスセンターをい

う。以下同じ。）、介護老人保健施設、指定小規模多機能型居宅介護事

業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業

所（第193条に規定する指定複合型サービス事業所をいう。次条におい

て同じ。）等の従業者又は訪問介護員等（介護福祉士又は法第８条第２

項に規定する政令で定める者をいう。次条、第111条第２項、第112条、

第192条第２項及び第193条において同じ。）として３年以上認知症であ

る者の介護に従事した経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定

める研修を修了しているものでなければならない。 

 

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター

（老人福祉法第20条の２の２に規定する老人デイサービスセンターをい

う。以下同じ。）、介護老人保健施設、指定小規模多機能型居宅介護事

業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業

所等の従業者又は訪問介護員等（介護福祉士又は法第８条第２項に規定

する政令で定める者をいう。次条、第111条第２項、第112条、第192条

第２項及び第193条において同じ。）として３年以上認知症である者の

介護に従事した経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研

修を修了しているものでなければならない。 
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（登録定員及び利用定員） （登録定員及び利用定員） 

第85条 指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録定員（登録者の数（当

該指定小規模多機能型居宅介護事業者が指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定小規模多機能型居宅介護

の事業と指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合にあっては、登録者の数及び指定

地域密着型介護予防サービス基準第44条第１項に規定する登録者の数の

合計数）の上限をいう。以下この章において同じ。）は、29人（サテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、18人）以下とす

る。 

第85条 指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録定員（登録者の数（当

該指定小規模多機能型居宅介護事業者が指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定小規模多機能型居宅介護

の事業と指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合にあっては、登録者の数及び指定

地域密着型介護予防サービス基準第44条第１項に規定する登録者の数の

合計数）の上限をいう。以下この章において同じ。）は、25人（サテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、18人）以下とす

る。 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業所は、次の各号に掲げるサービスの

利用定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所におけるサービスご

との１日当たりの利用者の数の上限をいう。以下この章において同

じ。）を、当該各号に定める範囲内において定めるものとする。 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業所は、次の各号に掲げるサービスの

利用定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所におけるサービスご

との１日当たりの利用者の数の上限をいう。以下この章において同

じ。）を、当該各号に定める範囲内において定めるものとする。 

(１) 通いサービス 登録定員の２分の１から15人（登録定員が25人を

超える指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、登録定員に応

じて、次の表に定める利用定員、サテライト型指定小規模多機能型居

宅介護事業所にあっては、12人）まで 

(１) 通いサービス 登録定員の２分の１から15人（サテライト型指定

小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、12人）まで 

登録定員 利用定員 

26人又は27人 16人 

28人 17人 

29人 18人 
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(２) （略） 

 

(２) （略） 

 

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握） 

第87条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅

介護の提供に当たっては、介護支援専門員（第82条第12項の規定により

介護支援専門員を配置していないサテライト型指定小規模多機能型居宅

介護事業所にあっては、本体事業所の介護支援専門員。以下この条及び

第93条において同じ。）が開催するサービス担当者会議（介護支援専門

員が居宅サービス計画の作成のために居宅サービス計画の原案に位置付

けた指定居宅サービス等（法第８条第24項に規定する指定居宅サービス

等をいう。以下同じ。）の担当者を招集して行う会議をいう。）等を通

じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サー

ビス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。 

 

第87条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅

介護の提供に当たっては、介護支援専門員（第82条第12項の規定により

介護支援専門員を配置していないサテライト型指定小規模多機能型居宅

介護事業所にあっては、本体事業所の介護支援専門員。以下この条及び

第93条において同じ。）が開催するサービス担当者会議（介護支援専門

員が居宅サービス計画の作成のために居宅サービス計画の原案に位置付

けた指定居宅サービス等の担当者を招集して行う会議をいう。）等を通

じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サー

ビス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。 

 

（指定小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針） （指定小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針） 

第91条 （略）  第91条 （略）  

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指定小規模

多機能型居宅介護の質の評価を行い、それらの結果を公表し、常にその

改善を図らなければならない。 

 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指定小規模

多機能型居宅介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による

評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければな

らない。 

 

 （地域との連携等） 
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第105条 削除 第105条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居

宅介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表

者、市の職員（市の区域内に指定小規模多機能型居宅介護事業所が所在

する場合に限る。）又は当該指定小規模多機能型居宅介護事業所が所在

する区域を管轄する法第115条の46第１項に規定する地域包括支援セン

ターの職員、小規模多機能型居宅介護について知見を有する者等により

構成される協議会（以下この項において「運営推進会議」という。）を

設置し、おおむね２月に１回以上、運営推進会議に対し通いサービス及

び宿泊サービスの提供回数等の活動状況を報告し、運営推進会議による

評価を受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機

会を設けなければならない。 

 ２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、前項の報告、評価、要望、助

言等についての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければな

らない。 

 ３ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、その事業の運営に当たって

は、地域住民又はその自発的な活動等と連携し、又は協力することその

他の地域との交流を図らなければならない。 

 ４ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、その事業の運営に当たって

は、提供した指定小規模多機能型居宅介護に関する利用者からの苦情に

関して、市等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施

する事業に協力するよう努めなければならない。 

 

 

５ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅介護

事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定小規
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模多機能型居宅介護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以

外の者に対しても指定小規模多機能型居宅介護の提供を行うよう努めな

ければならない。 

 

（居住機能を担う併設施設等への入居） （居住機能を担う併設施設等への入居） 

第106条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、可能な限り、利用者が

その居宅において生活を継続できるよう支援することを前提としつつ、

利用者が第82条第６項の表に掲げる施設等その他の施設へ入所等を希望

した場合は、円滑にそれらの施設へ入所等が行えるよう、必要な措置を

講ずるよう努めるものとする。 

 

第106条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、可能な限り、利用者が

その居宅において生活を継続できるよう支援することを前提としつつ、

利用者が第82条第６項各号に掲げる施設等その他の施設へ入所等を希望

した場合は、円滑にそれらの施設へ入所等が行えるよう、必要な措置を

講ずるよう努めるものとする。 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第107条 （略）  第107条 （略）  

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定小規模多

機能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該提供の完

結の日から２年間保存しなければならない。 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定小規模多

機能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該提供の完

結の日から２年間保存しなければならない。 

(１)～(７) （略） (１)～(７) （略） 

(８) 次条において準用する第59条の17第２項に規定する報告、評価、

要望、助言等の記録 

 

(８) 第105条第２項に規定する報告、評価、要望、助言等の記録 

 

（準用） （準用） 
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第108条 第９条から第13条まで、第20条、第22条、第28条、第34条から

第38条まで、第40条、第41条、第59条の11、第59条の13、第59条の16及

び第59条の17の規定は、指定小規模多機能型居宅介護の事業について準

用する。この場合において、第９条第１項中「第31条に規定する運営規

程」とあるのは「第100条に規定する重要事項に関する規程」と、「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「小規模多機能型

居宅介護従業者」と、第34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者」とあるのは「小規模多機能型居宅介護従業者」と、第59条の11第

２項中「この節」とあるのは「第５章第４節」と、第59条の13第３項中

「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「小規模多機能型居宅介護従

業者」と、第59条の17第１項中「地域密着型通所介護について知見を有

する者」とあるのは「小規模多機能型居宅介護について知見を有する

者」と、「６月」とあるのは「２月」と、「活動状況」とあるのは「通

いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」と読み替えるも

のとする。 

 

第108条 第９条から第13条まで、第20条、第22条、第28条、第34条から

第38条まで、第40条、第41条、第72条、第74条及び第77条の規定は、指

定小規模多機能型居宅介護の事業について準用する。この場合におい

て、第９条第１項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第100

条に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問

介護看護従業者」とあるのは「小規模多機能型居宅介護従業者」と、第

34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「小規

模多機能型居宅介護従業者」と、第72条第２項中「この節」とあるのは

「第５章第４節」と、第74条第３項中「認知症対応型通所介護従業者」

とあるのは「小規模多機能型居宅介護従業者」と読み替えるものとす

る。 

 

第109条 指定地域密着型サービスに該当する認知症対応型共同生活介護

（以下「指定認知症対応型共同生活介護」という。）の事業は、要介護

者であって認知症であるものについて、共同生活住居（法第８条第20項

に規定する共同生活を営むべき住居をいう。以下同じ。）において、家

庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護そ

の他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその

有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするもの

でなければならない。 

第109条 指定地域密着型サービスに該当する認知症対応型共同生活介護

（以下「指定認知症対応型共同生活介護」という。）の事業は、要介護

者であって認知症であるものについて、共同生活住居（法第８条第19項

に規定する共同生活を営むべき住居をいう。以下同じ。）において、家

庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護そ

の他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその

有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするもの

でなければならない。 
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（従業者の員数） （従業者の員数） 

第110条 （略）  第110条 （略）  

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業所に、指定小規模多機能型居宅介

護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が併設されている

場合において、前３項に定める員数を満たす介護従業者を置くほか、第

82条に定める指定小規模多機能型居宅介護事業所の人員に関する基準を

満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置いているとき又は第191条に

定める指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の人員に関する基準を満

たす看護小規模多機能型居宅介護従業者を置いているときは、当該介護

従業者は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所の業務に従事することができる。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業所に、指定小規模多機能型居宅介

護事業所又は指定複合型サービス事業所が併設されている場合におい

て、前３項に定める員数を満たす介護従業者を置くほか、第82条に定め

る指定小規模多機能型居宅介護事業所の人員に関する基準を満たす小規

模多機能型居宅介護従業者を置いているとき又は第191条に定める指定

複合型サービス事業所の人員に関する基準を満たす複合型サービス従業

者を置いているときは、当該介護従業者は、当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所又は指定複合型サービス事業所の業務に従事することがで

きる。 

５・６ （略） ５・６ （略） 

７ 第５項の計画作成担当者のうち１以上の者は、介護支援専門員をもっ

て充てなければならない。ただし、併設する指定小規模多機能型居宅介

護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員

との連携を図ることにより当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の

効果的な運営を期待することができる場合であって、利用者の処遇に支

障がないときは、これを置かないことができる。 

７ 第５項の計画作成担当者のうち１以上の者は、介護支援専門員をもっ

て充てなければならない。ただし、併設する指定小規模多機能型居宅介

護事業所又は指定複合型サービス事業所の介護支援専門員との連携を図

ることにより当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の効果的な運営

を期待することができる場合であって、利用者の処遇に支障がないとき

は、これを置かないことができる。 

８～10 （略） ８～10 （略） 
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（管理者） （管理者） 

第111条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居ごとに

専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、共同生活住居の管理上支障がない場合は、当該共同生活住居の他の

業務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等若しくは併設

する指定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所の業務に従事することができる。 

第111条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居ごとに

専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、共同生活住居の管理上支障がない場合は、当該共同生活住居の他の

業務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等若しくは併設

する指定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定複合型サービス事

業所の業務に従事することができる。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

第113条 指定認知症対応型共同生活介護事業所は、共同生活住居を有す

るものとし、その数は１又は２とする。ただし、指定認知症対応型共同

生活介護事業所に係る用地の確保が困難であることその他地域の実情に

より指定認知症対応型共同生活介護事業所の効率的運営に必要と認めら

れる場合は、一の事業所における共同生活住居の数を３とすることがで

きる。 

第113条 指定認知症対応型共同生活介護事業所は、共同生活住居を有す

るものとし、その数は１又は２とする。 

２～７ （略） 

 

２～７ （略） 

 

（管理者による管理） （管理者による管理） 

第121条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定居宅サー

ビス、指定地域密着型サービス、指定介護予防サービス若しくは指定地

第121条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定居宅サー

ビス、指定地域密着型サービス、指定介護予防サービス若しくは地域密
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域地密着型介護予防サービスの事業を行う事業所、病院、診療所又は社

会福祉施設を管理する者であってはならない。ただし、これらの事業

所、施設等が同一敷地内にあること等により当該共同生活住居の管理上

支障がない場合は、この限りでない。 

 

着型介護予防サービスの事業を行う事業所、病院、診療所又は社会福祉

施設を管理する者であってはならない。ただし、これらの事業所、施設

等が同一敷地内にあること等により当該共同生活住居の管理上支障がな

い場合は、この限りでない。 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第127条 （略）  第127条 （略）  

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する指定認知症

対応型共同生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該提供

の完結の日から２年間保存しなければならない。 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する指定認知症

対応型共同生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該提供

の完結の日から２年間保存しなければならない。 

(１)～(６) （略） (１)～(６) （略） 

(７) 次条において準用する第59条の17第２項に規定する報告、評価、

要望、助言等の記録 

 

(７) 次条において準用する第105条第２項に規定する報告、評価、要

望、助言等の記録 

 

（準用） （準用） 

第128条 第９条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28条、第34条か

ら第36条まで、第38条、第40条、第41条、第59条の11、第59条の16、第

59条の17第１項から第４項まで、第99条、第102条及び第104条の規定

は、指定認知症対応型共同生活介護の事業について準用する。この場合

において、第９条第１項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは

「第122条に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対

第128条 第９条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28条、第34条か

ら第36条まで、第38条、第40条、第41条、第72条、第77条、第99条、第

102条、第104条及び第105条第１項から第４項までの規定は、指定認知

症対応型共同生活介護の事業について準用する。この場合において、第

９条第１項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第122条に規

定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看
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応型訪問介護看護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第34条中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「介護従業者」

と、第59条の11第２項中「この節」とあるのは「第６章第４節」と、第

59条の17第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあ

るのは「認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、「６

月」とあるのは「２月」と、第99条中「小規模多機能型居宅介護従業

者」とあるのは「介護従業者」と、第102条中「指定小規模多機能型居

宅介護事業者」とあるのは「指定認知症対応型共同生活介護事業者」と

読み替えるものとする。 

 

護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第34条中「定期巡回・随時対

応型訪問介護看護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第72条第２項

中「この節」とあるのは「第６章第４節」と、第99条中「小規模多機能

型居宅介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第102条中「指定小

規模多機能型居宅介護事業者」とあるのは「指定認知症対応型共同生活

介護事業者」と、第105条第１項中「小規模多機能型居宅介護について

知見を有する者」とあるのは「認知症対応型共同生活介護について知見

を有する者」と、「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動

状況」とあるのは「活動状況」と読み替えるものとする。 

 

第129条 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型特定施設入居者

生活介護（以下「指定地域密着型特定施設入居者生活介護」という。）

の事業は、地域密着型特定施設サービス計画（法第８条第21項に規定す

る計画をいう。以下同じ。）に基づき、入浴、排せつ、食事等の介護そ

の他の日常生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話を行うことによ

り、当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供を受ける入居者

（以下この章において「利用者」という。）が指定地域密着型特定施設

（同項に規定する地域密着型特定施設であって、当該指定地域密着型特

定施設入居者生活介護の事業が行われるものをいう。以下同じ。）にお

いてその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように

するものでなければならない。 

第129条 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型特定施設入居者

生活介護（以下「指定地域密着型特定施設入居者生活介護」という。）

の事業は、地域密着型特定施設サービス計画（法第８条第20項に規定す

る計画をいう。以下同じ。）に基づき、入浴、排せつ、食事等の介護そ

の他の日常生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話を行うことによ

り、当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供を受ける入居者

（以下この章において「利用者」という。）が指定地域密着型特定施設

（同項に規定する地域密着型特定施設であって、当該指定地域密着型特

定施設入居者生活介護の事業が行われるものをいう。以下同じ。）にお

いてその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように

するものでなければならない。 

２ （略） 

 

２ （略） 
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（従業者の員数） （従業者の員数） 

第130条 （略）  第130条 （略）  

２～８ （略） ２～８ （略） 

９ 指定地域密着型特定施設に指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所が併設されている場合において

は、当該指定地域密着型特定施設の員数を満たす従業者を置くほか、第

82条に定める指定小規模多機能型居宅介護事業者の人員に関する基準を

満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置いているとき又は第191条に

定める指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の人員に関する基準を満

たす看護小規模多機能型居宅介護従業者を置いているときは、当該指定

地域密着型特定施設の従業者は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の業務に従事することが

できる。 

９ 指定地域密着型特定施設に指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指

定複合型サービス事業所が併設されている場合においては、当該指定地

域密着型特定施設の員数を満たす従業者を置くほか、第82条に定める指

定小規模多機能型居宅介護事業者の人員に関する基準を満たす小規模多

機能型居宅介護従業者を置いているとき又は第191条に定める指定複合

型サービス事業所の人員に関する基準を満たす複合型サービス従業者を

置いているときは、当該指定地域密着型特定施設の従業者は、当該指定

小規模多機能型居宅介護事業所又は指定複合型サービス事業所の業務に

従事することができる。 

10 指定地域密着型特定施設の計画作成担当者については、併設される指

定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所の介護支援専門員により当該指定地域密着型特定施設の利用者の

処遇が適切に行われると認められるときは、これを置かないことができ

る。 

 

10 指定地域密着型特定施設の計画作成担当者については、併設される指

定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定複合型サービス事業所の介護

支援専門員により当該指定地域密着型特定施設の利用者の処遇が適切に

行われると認められるときは、これを置かないことができる。 

 

（管理者） （管理者） 

第131条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指定地域密

着型特定施設ごとに専らその職務に従事する管理者を置かなければなら

第131条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指定地域密

着型特定施設ごとに専らその職務に従事する管理者を置かなければなら
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ない。ただし、指定地域密着型特定施設の管理上支障がない場合は、当

該指定地域密着型特定施設における他の業務に従事し、又は同一敷地内

にある他の事業所、施設等若しくは本体施設の業務（本体施設が病院又

は診療所の場合は、管理者としての職務を除く。）若しくは併設する指

定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所の業務に従事することができる。 

 

ない。ただし、指定地域密着型特定施設の管理上支障がない場合は、当

該指定地域密着型特定施設における他の業務に従事し、又は同一敷地内

にある他の事業所、施設等若しくは本体施設の業務（本体施設が病院又

は診療所の場合は、管理者としての職務を除く。）若しくは併設する指

定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定複合型サービス事業所の

業務に従事することができる。 

 

 （法定代理受領サービスを受けるための利用者の同意） 

第135条 削除 

 

第135条 老人福祉法第29条第１項に規定する有料老人ホームである指定

地域密着型特定施設において指定地域密着型特定施設入居者生活介護

（利用期間を定めて行うものを除く。以下この条において同じ。）を提

供する指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、当該指定地域

密着型特定施設入居者生活介護を法定代理受領サービスとして提供する

場合は、利用者の同意がその条件であることを当該利用者に説明し、そ

の意思を確認しなければならない。 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第148条 （略）  第148条 （略）  

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対する指

定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に関する次に掲げる記録を

整備し、当該提供の完結の日から２年間保存しなければならない。 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対する指

定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に関する次に掲げる記録を

整備し、当該提供の完結の日から２年間保存しなければならない。 

(１)～(７) （略） (１)～(７) （略） 
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(８) 次条において準用する第59条の17第２項に規定する報告、評価、

要望、助言等の記録 

(８) 次条において準用する第105条第２項に規定する報告、評価、要

望、助言等の記録 

 

 

(９) 入居者である居宅要介護被保険者に代わり地域密着型介護サービ

ス費の支払を受けることについて当該居宅要介護被保険者の同意を得

た旨及び当該居宅要介護被保険者の氏名等が記載された書類 

 

（準用） （準用） 

第149条 第12条、第13条、第22条、第28条、第34条から第38条まで、第

40条、第41条、第59条の11、第59条の16、第59条の17第１項から第４項

まで、第99条及び第102条の規定は、指定地域密着型特定施設入居者生

活介護の事業について準用する。この場合において、第34条中「定期巡

回・随時対応型介護看護従業者」とあるのは「地域密着型特定施設従業

者」と、第59条の11第２項中「この節」とあるのは「第７章第４節」

と、第59条の17第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する

者」とあるのは「地域密着型特定施設入居者生活介護について知見を有

する者」と、「６月」とあるのは「２月」と読み替えるものとする。 

 

第149条 第12条、第13条、第22条、第28条、第34条から第38条まで、第

40条、第41条、第72条、第76条、第77条、第99条及び第105条第１項か

ら第４項までの規定は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業

について準用する。この場合において、第34条中「定期巡回・随時対応

型介護看護従業者」とあるのは「地域密着型特定施設従業者」と、第72

条第２項中「この節」とあるのは「第７章第４節」と、第105条第１項

中「小規模多機能型居宅介護について知見を有する者」とあるのは「地

域密着型特定施設入居者生活介護について知見を有する者」と、「通い

サービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」とあるのは「活動

状況」と読み替えるものとする。 

 

第150条 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護（以下「指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護」という。）の事業を行う地域密着型介護老人福祉施設（以下「指

定地域密着型介護老人福祉施設」という。）は、地域密着型施設サービ

ス計画（法第８条第22項に規定する地域密着型施設サービス計画をい

第150条 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護（以下「指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護」という。）の事業を行う地域密着型介護老人福祉施設（以下「指

定地域密着型介護老人福祉施設」という。）は、地域密着型施設サービ

ス計画（法第８条第21項に規定する地域密着型施設サービス計画をい
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う。以下同じ。）に基づき、可能な限り、居宅における生活への復帰を

念頭に置いて、入浴、排せつ、食事等の介護、相談及び援助、社会生活

上の便宜の供与その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療

養上の世話を行うことにより、入所者がその有する能力に応じ自立した

日常生活を営むことができるようにすることを目指すものでなければな

らない。 

う。以下同じ。）に基づき、可能な限り、居宅における生活への復帰を

念頭に置いて、入浴、排せつ、食事等の介護、相談及び援助、社会生活

上の便宜の供与その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療

養上の世話を行うことにより、入所者がその有する能力に応じ自立した

日常生活を営むことができるようにすることを目指すものでなければな

らない。 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第151条 （略）  第151条 （略）  

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 第１項第１号の規定にかかわらず、サテライト型居住施設（当該施設

を設置しようとする者により設置される当該施設以外の指定介護老人福

祉施設、指定地域密着型介護老人福祉施設（サテライト型居住施設であ

る指定地域密着型介護老人福祉施設を除く。第８項第１号及び第17項、

次条第１項第６号並びに第180条第１項第３号において同じ。）、介護

老人保健施設又は病院若しくは診療所であって当該施設に対する支援機

能を有するもの（以下この章において「本体施設」という。）との密接

な連携を確保しつつ、本体施設とは別の場所で運営される指定地域密着

型介護老人福祉施設をいう。以下同じ。）の医師については、本体施設

の医師により当該サテライト型居住施設の入所者の健康管理が適切に行

われると認められるときは、これを置かないことができる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型居住施設（当該施設を設置

しようとする者により設置される当該施設以外の指定介護老人福祉施

設、介護老人保健施設又は病院若しくは診療所であって当該施設に対す

る支援機能を有するもの（以下この章において「本体施設」という。）

との密接な連携を確保しつつ、本体施設とは別の場所で運営される指定

地域密着型介護老人福祉施設をいう。以下同じ。）の医師については、

本体施設の医師により当該サテライト型居住施設の入所者の健康管理が

適切に行われると認められるときは、これを置かないことができる。 
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５～７ （略） ５～７ （略） 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型居住施設の生活相談員、栄

養士、機能訓練指導員又は介護支援専門員については、次に掲げる本体

施設の場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員

により当該サテライト型居住施設の入所者の処遇が適切に行われると認

められるときは、これを置かないことができる。 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型居住施設の生活相談員、栄

養士、機能訓練指導員又は介護支援専門員については、次に掲げる本体

施設の場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員

により当該サテライト型居住施設の入所者の処遇が適切に行われると認

められるときは、これを置かないことができる。 

(１) 指定介護老人福祉施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設 栄

養士、機能訓練指導員又は介護支援専門員 

(１) 指定介護老人福祉施設 栄養士、機能訓練指導員又は介護支援専

門員 

(２)・(３) （略） (２)・(３) （略） 

９～11 （略） ９～11 （略） 

12 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定短期入所生活介護事業所又は

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予

防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

（平成18年厚生労働省令第35号。以下「指定介護予防サービス等基準」

という。）第129条第１項に規定する指定介護予防短期入所生活介護事

業所（以下「指定短期入所生活介護事業所等」という。）が併設される

場合においては、当該指定短期入所生活介護事業所等の医師について

は、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の医師により当該指定短期入

所生活介護事業所等の利用者の健康管理が適切に行われると認められる

ときは、これを置かないことができる。 

12 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定短期入所生活介護事業所又は

指定介護予防サービス等基準第129条第１項に規定する指定介護予防短

期入所生活介護事業所（以下「指定短期入所生活介護事業所等」とい

う。）が併設される場合においては、当該指定短期入所生活介護事業所

等の医師については、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の医師によ

り当該指定短期入所生活介護事業所等の利用者の健康管理が適切に行わ

れると認められるときは、これを置かないことができる。 

13 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定通所介護事業所（指定居宅サ

ービス等基準第93条第１項に規定する指定通所介護事業所をいう。以下

13 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定通所介護事業所（指定居宅サ

ービス等基準第93条第１項に規定する指定通所介護事業所をいう。以下
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同じ。）、指定短期入所生活介護事業所等、指定地域密着型通所介護事

業所又は併設型指定認知症対応型通所介護の事業を行う事業所若しくは

指定地域密着型介護予防サービス基準第５条第１項に規定する併設型指

定介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業所が併設される場合

においては、当該併設される事業所の生活相談員、栄養士又は機能訓練

指導員については、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の生活相談

員、栄養士又は機能訓練指導員により当該事業所の利用者の処遇が適切

に行われると認められるときは、これを置かないことができる。 

同じ。）若しくは指定介護予防サービス等基準第97条第１項に規定する

指定介護予防通所介護事業所、指定短期入所生活介護事業所等又は併設

型指定認知症対応型通所介護の事業を行う事業所若しくは指定地域密着

型介護予防サービス基準第５条第１項に規定する併設型指定介護予防認

知症対応型通所介護の事業を行う事業所が併設される場合においては、

当該併設される事業所の生活相談員、栄養士又は機能訓練指導員につい

ては、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の生活相談員、栄養士又は

機能訓練指導員により当該事業所の利用者の処遇が適切に行われると認

められるときは、これを置かないことができる。 

14 （略） 14 （略） 

15 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定小規模多機能型居宅介護事業

所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が併設される場合におい

ては、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の介護支援専門員について

は、当該併設される指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員により当該指定地域密着

型介護老人福祉施設の利用者の処遇が適切に行われると認められるとき

は、これを置かないことができる。 

15 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定小規模多機能型居宅介護事業

所又は指定複合型サービス事業所が併設される場合においては、当該指

定地域密着型介護老人福祉施設の介護支援専門員については、当該併設

される指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定複合型サービス事業

所の介護支援専門員により当該指定地域密着型介護老人福祉施設の利用

者の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置かないことが

できる。 

16 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定小規模多機能型居宅介護事業

所、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所又は指定地域密着型介護予

防サービス基準第44条第１項に規定する指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業所等」とい

う。）が併設される場合においては、当該指定地域密着型介護老人福祉

施設が前各項に定める人員に関する基準を満たす従業者を置くほか、当

16 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定小規模多機能型居宅介護事業

所、指定複合型サービス事業所又は指定地域密着型介護予防サービス基

準第44条第１項に規定する指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業所等」という。）が併設され

る場合においては、当該指定地域密着型介護老人福祉施設が前各項に定

める人員に関する基準を満たす従業者を置くほか、当該指定小規模多機
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該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に第82条若しくは第191条又は

指定地域密着型介護予防サービス基準第44条に定める人員に関する基準

を満たす従業者が置かれているときは、当該指定地域密着型介護老人福

祉施設の従業者は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の業務に

従事することができる。 

能型居宅介護事業所等に第82条若しくは第191条又は指定地域密着型介

護予防サービス基準第44条に定める人員に関する基準を満たす従業者が

置かれているときは、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者

は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の業務に従事することが

できる。 

17 第１項第１号の医師及び同項第６号の介護支援専門員の数は、サテラ

イト型居住施設の本体施設である指定地域密着型介護老人福祉施設であ

って、当該サテライト型居住施設に医師又は介護支援専門員を置かない

場合にあっては、指定地域密着型介護老人福祉施設の入所者の数及び当

該サテライト型居住施設の入所者の数の合計数を基礎として算出しなけ

ればならない。この場合にあって、介護支援専門員の数は、同号の規定

にかかわらず、１以上（入所者の数が100又はその端数を増すごとに１

を標準とする。）とする。 

 

 

 

（設備） （設備） 

第152条 指定地域密着型介護老人福祉施設に設けるべき設備は、次の各

号に掲げるものとし、その設備ごとの基準は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

第152条 指定地域密着型介護老人福祉施設に設けるべき設備は、次の各

号に掲げるものとし、その設備ごとの基準は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略） 

(６) 医務室 医療法第１条の５第２項に規定する診療所とすることと

し、入所者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備えるほ

か、必要に応じて臨床検査に用いる設備を設けること。ただし、本体

(６) 医務室 医療法第１条の５第２項に規定する診療所とすることと

し、入所者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備えるほ

か、必要に応じて臨床検査に用いる設備を設けること。ただし、本体
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施設が指定介護老人福祉施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設で

あるサテライト型居住施設については、医務室を必要とせず、入所者

を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応

じて臨床検査に用いる設備を設けることで足りる。 

施設が指定介護老人福祉施設であるサテライト型居住施設について

は、医務室を必要とせず、入所者を診療するために必要な医薬品及び

医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査に用いる設備を設ける

ことで足りる。 

(７)～(９) （略） (７)～(９) （略） 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第176条 （略）  第176条 （略）  

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備

し、当該提供の完結の日から２年間保存しなければならない。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備

し、当該提供の完結の日から２年間保存しなければならない。 

(１)～(６) （略） (１)～(６) （略） 

(７) 次条において準用する第59条の17第２項に規定する報告、評価、

要望、助言等の記録 

 

 

 

（準用） （準用） 

第177条 第９条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28条、第34条、

第36条、第38条、第41条、第59条の11、第59条の17第１項から第４項ま

で及び第102条までの規定は、指定地域密着型介護老人福祉施設につい

第177条 第９条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28条、第34条、

第36条、第38条、第41条、第72条、第76条、第105条第１項から第４項

までの規定は、指定地域密着型介護老人福祉施設について準用する。こ
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て準用する。この場合において、第９条第１項中「第31条に規定する運

営規程」とあるのは「第168条に規定する重要事項に関する規程」と、

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」

と、第13条第１項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の

開始に際し、」とあるのは「入所の際に」と、同条第２項中「指定居宅

介護支援が利用者に対して行われていない等の場合であって必要と認め

るときは、要介護認定」とあるのは「要介護認定」と、第34条中「定期

巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」と、第59

条の17第１項中「この節」とあるのは「第８章第４節」と、第59条の17

第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは

「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について知見を有する

者」と、「６月」とあるのは「２月」と読み替えるものとする。 

 

の場合において、第９条第１項中「第31条に規定する運営規程」とある

のは「第168条に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随

時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」と、第13条第１項

中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、」と

あるのは「入所の際に」と、同条第２項中「指定居宅介護支援が利用者

に対して行われていない等の場合であって必要と認めるときは、要介護

認定」とあるのは「要介護認定」と、第34条中「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」と、第72条第２項中「この

節」とあるのは「第８章第４節」と、第105条第１項中「小規模多機能

型居宅介護について知見を有する者」とあるのは「地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活介護について知見を有する者」と、「通いサービス

及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」とあるのは「活動状況」と

読み替えるものとする。 

 

（設備） （設備） 

第180条 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設に設けるべき設備

は、次の各号に掲げるものとし、その設備ごとの基準は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

第180条 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設に設けるべき設備

は、次の各号に掲げるものとし、その設備ごとの基準は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) 医務室 医療法第１条の５第２項に規定する診療所とすることと

し、入居者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備えるほ

か、必要に応じて臨床検査に用いる設備を設けること。ただし、本体

施設が指定介護老人福祉施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設で

(３) 医務室 医療法第１条の５第２項に規定する診療所とすることと

し、入居者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備えるほ

か、必要に応じて臨床検査に用いる設備を設けること。ただし、本体

施設が指定介護老人福祉施設であるサテライト型居住施設については
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あるサテライト型居住施設については医務室を必要とせず、入居者を

診療するために必要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じ

て臨床検査に用いる設備を設けることで足りる。 

医務室を必要とせず、入居者を診療するために必要な医薬品及び医療

機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査に用いる設備を設けること

で足りる。 

(４)・(５) （略） (４)・(５) （略） 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（準用） （準用） 

第189条 第９条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28条、第34条、

第36条、第38条、第41条、第59条の11、第59条の17第１項から第４項ま

で、第102条、第153条から第155条まで、第158条、第161条、第163条か

ら第167条まで及び第171条から第176条までの規定は、ユニット型指定

地域密着型介護老人福祉施設について準用する。この場合において、第

９条第１項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第186条に規

定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者」とあるのは「従業者」と、第13条第１項中「指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、」とあるのは「入居の際

に」と、同条第２項中「指定居宅介護支援が利用者に対して行われてい

ない等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定」とあるのは

「要介護認定」と、第34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「従業者」と、第59条の11第２項中「この節」とあるの

は「第８章第５節」と、第59条の17第１項中「地域密着型通所介護につ

いて知見を有する者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護について知見を有する者」と、「６月」とあるのは「２月」

第189条 第９条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28条、第34条、

第36条、第38条、第41条、第72条、第76条、第105条第１項から第４項

まで、第153条から第155条まで、第158条、第161条、第163条から第167

条まで及び第171条から第176条までの規定は、ユニット型指定地域密着

型介護老人福祉施設について準用する。この場合において、第９条第１

項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第186条に規定する重

要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「従業者」と、第13条第１項中「指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護の提供の開始に際し、」とあるのは「入居の際に」

と、同条第２項中「指定居宅介護支援が利用者に対して行われていない

等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定」とあるのは「要介

護認定」と、第34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」と

あるのは「従業者」と、第72条第２項中「この節」とあるのは「第８章

第５節」と、第105条第１項中「小規模多機能型居宅介護について知見

を有する者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

について知見を有する者」と、「通いサービス及び宿泊サービスの提供
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と、第167条中「第158条」とあるのは「第189条において準用する第158

条」と、同条第５号中「第157条第５項」とあるのは「第182条第７項」

と、同条第６号中「第177条」とあるのは「第189条」と、同条第７号中

「第175条第３項」とあるのは「第189条において準用する第175条第３

項」と、第176条第２項第２号中「第155条第２項」とあるのは「第189

条において準用する第155条第２項」と、同項第３号中「第157条第５

項」とあるのは「第182条第７項」と、同項第４号及び第５号中「次

条」とあるのは「第189条」と、同項第６号中「前条第３項」とあるの

は「第189条において準用する前条第３項」と読み替えるものとする。 

 

回数等の活動状況」とあるのは「活動状況」と、第167条中「第158条」

とあるのは「第189条において準用する第158条」と、同条第５号中「第

157条第５項」とあるのは「第182条第７項」と、同条第６号中「第177

条」とあるのは「第189条」と、同条第７号中「第175条第３項」とある

のは「第189条において準用する第175条第３項」と、第176条第２項第

２号中「第155条第２項」とあるのは「第189条において準用する第155

条第２項」と、同項第３号中「第157条第５項」とあるのは「第182条第

７項」と、同項第４号及び第５号中「次条」とあるのは「第189条」

と、同項第６号中「前条第３項」とあるのは「第189条において準用す

る前条第３項」と読み替えるものとする。 

 

第９章 看護小規模多機能型居宅介護 

 

第９章 複合型サービス 

 

第190条 指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（施行規則

第17条の10に規定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。以下この章

において「指定看護小規模多機能型居宅介護」という。）の事業は、指

定居宅サービス等基準第59条に規定する訪問看護の基本方針及び第81条

に規定する小規模多機能型居宅介護の基本方針を踏まえて行うものでな

ければならない。 

 

第190条 指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（以下「指

定複合型サービス」という。）の事業は、指定居宅サービス等基準第59

条に規定する訪問看護の基本方針及び第81条に規定する小規模多機能型

居宅介護の基本方針を踏まえて行うものでなければならない。 

 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第191条 指定看護小規模多機能型居宅介護の事業を行う者（以下「指定

看護小規模多機能型居宅介護事業者」という。）が当該事業を行う事業

第191条 指定複合型サービスの事業を行う者（以下「指定複合型サービ

ス事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定複合型サー
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所（以下「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」という。）ごとに

置くべき指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に当たる従業者（以下

「看護小規模多機能型居宅介護従業者」という。）の員数は、夜間及び

深夜の時間帯以外の時間帯に指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に

当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者については、常勤換算方法

で、通いサービス（登録者（指定看護小規模多機能型居宅介護を利用す

るために指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に登録を受けた者をい

う。以下同じ。）を指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に通わせて

行う小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）の提供に当たる者を

その利用者の数が３又はその端数を増すごとに１以上及び訪問サービス

（看護小規模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅を訪問し、当該居

宅において行う看護小規模多機能型居宅介護（本体事業所である指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当該本体事業所に係るサテ

ライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所又はサテライト型指定介護

予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の居宅において行う看護小

規模多機能型居宅介護を含む。）をいう。以下この章において同じ。）

の提供に当たる者を２以上とし、夜間及び深夜の時間帯を通じて指定看

護小規模多機能型居宅介護の提供に当たる看護小規模多機能型居宅介護

従業者については、夜間及び深夜の勤務（夜間及び深夜の時間帯に行わ

れる勤務（宿直勤務を除く。）をいう。第６項において同じ。）に当た

る者を１以上及び宿直勤務に当たる者を当該宿直勤務に必要な数以上と

する。 

ビス事業所」という。）ごとに置くべき指定複合型サービスの提供に当

たる従業者（以下「複合型サービス従業者」という。）の員数は、夜間

及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定複合型サービスの提供に当たる複

合型サービス従業者については、常勤換算方法で、通いサービス（登録

者（指定複合型サービスを利用するために指定複合型サービス事業所に

登録を受けた者をいう。以下同じ。）を指定複合型サービス事業所に通

わせて行う指定複合型サービス事業をいう。以下同じ。）の提供に当た

る者をその利用者の数が３又はその端数を増すごとに１以上及び訪問サ

ービス（複合型サービス従業者が登録者の居宅を訪問し、当該居宅にお

いて行う複合型サービス（本体事業所である指定複合型サービス事業所

にあっては当該本体事業所に係るサテライト型指定小規模多機能型居宅

介護事業所又はサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所の登録者の居宅において行う指定複合型サービスを含む。）をいう。

以下この章において同じ。）の提供に当たる者を２以上とし、夜間及び

深夜の時間帯を通じて指定複合型サービスの提供に当たる複合型サービ

ス従業者については、夜間及び深夜の勤務（夜間及び深夜の時間帯に行

われる勤務（宿直勤務を除く。）をいう。第６項において同じ。）に当

たる者を１以上及び宿直勤務に当たる者を当該宿直勤務に必要な数以上

とする。 

２ 前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所の指定を受ける場合は、推定数によ

２ 前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定複

合型サービス事業所の指定を受ける場合は、推定数による。 
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る。 

３ 第１項の看護小規模多機能型居宅介護従業者のうち１以上の者は、常

勤の保健師又は看護師でなければならない。 

３ 第１項の複合型サービス従業者のうち１以上の者は、常勤の保健師又

は看護師でなければならない。 

４ 第１項の看護小規模多機能型居宅介護従業者のうち、常勤換算方法で

2.5以上の者は、保健師、看護師又は准看護師（以下この章において

「看護職員」という。）でなければならない。 

４ 第１項の複合型サービス従業者のうち、常勤換算方法で2.5以上の者

は、保健師、看護師又は准看護師（以下この章において「看護職員」と

いう。）でなければならない。 

５ （略） ５ （略） 

６ 宿泊サービス（登録者を指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に宿

泊させて行う指定看護小規模多機能型居宅介護（本体事業所である指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、当該本体事業所に係る

サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所又はサテライト型指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の心身の状況を勘案

し、その処遇に支障がない場合に、当該登録者を当該本体事業所に宿泊

させて行う指定看護小規模多機能型居宅介護を含む。）をいう。以下同

じ。）の利用者がいない場合であって、夜間及び深夜の時間帯を通じて

利用者に対して訪問サービスを提供するために必要な連絡体制を整備し

ているときは、第１項の規定にかかわらず、夜間及び深夜の時間帯を通

じて夜間及び深夜の勤務並びに宿直勤務に当たる看護小規模多機能型居

宅介護従業者を置かないことができる。 

６ 宿泊サービス（登録者を指定複合型サービス事業所に宿泊させて行う

指定複合型サービス（本体事業所である指定複合型サービス事業所にあ

っては、当該本体事業所に係るサテライト型指定小規模多機能型居宅介

護事業所又はサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

の登録者の心身の状況を勘案し、その処遇に支障がない場合に、当該登

録者を当該本体事業所に宿泊させて行う指定複合型サービスを含む。）

をいう。以下同じ。）の利用者がいない場合であって、夜間及び深夜の

時間帯を通じて利用者に対して訪問サービスを提供するために必要な連

絡体制を整備しているときは、第１項の規定にかかわらず、夜間及び深

夜の時間帯を通じて夜間及び深夜の勤務並びに宿直勤務に当たる複合型

サービス従業者を置かないことができる。 

７ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれかに掲げ

る施設等が併設されている場合において、前各項に定める人員に関する

基準を満たす看護小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、当該各号

７ 指定複合型サービス事業所に次の各号のいずれかに掲げる施設等が併

設されている場合において、前各項に定める人員に関する基準を満たす

複合型サービス従業者を置くほか、当該各号に掲げる施設等の人員に関
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に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いているとき

は、当該看護小規模多機能型居宅介護従業者は、当該各号に掲げる施設

等の業務に従事することができる。 

する基準を満たす従業者を置いているときは、当該複合型サービス従業

者は、当該各号に掲げる施設等の業務に従事することができる。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

８ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者に係る居宅サービ

ス計画及び看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事する介護

支援専門員を置かなければならない。ただし、当該介護支援専門員は、

利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所の他の業務に従事し、又は当該指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所に併設する前項に掲げる施設等の業務に従事することができ

る。 

８ 指定複合型サービス事業者は、登録者に係る居宅サービス計画及び複

合型サービス計画の作成に専ら従事する介護支援専門員を置かなければ

ならない。ただし、当該介護支援専門員は、利用者の処遇に支障がない

場合は、当該指定複合型サービス事業所の他の業務に従事し、又は当該

指定複合型サービス事業所に併設する前項に掲げる施設等の業務に従事

することができる。 

９ （略） ９ （略） 

10 指定複合型サービス事業者（指定地域密着型サービスに該当する複合

型サービス（以下「指定複合型サービス」という。）の事業を行う者を

いう。以下同じ。）が指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、かつ、

指定看護小規模多機能型居宅介護の事業と指定訪問看護の事業とが同一

の事業所において一体的に運営されている場合に、指定居宅サービス等

基準第60条第１項第１号イに規定する人員に関する基準を満たすとき

（同条第４項の規定により同条第１項第１号イ及び第２号に規定する基

準を満たしているものとみなされているとき並びに第６条第12項の規定

により同条第１項第４号アに規定する基準を満たしているものとみなさ

れているときを除く。）は、当該指定複合型サービス事業者は、第４項

に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

10 指定複合型サービス事業者が指定訪問看護事業者の指定を併せて受

け、かつ、指定複合型サービスの事業と指定訪問看護の事業とが同一の

事業所において一体的に運営されている場合に、指定居宅サービス等基

準第60条第１項第１号イに規定する人員に関する基準を満たすとき（同

条第４項の規定により同条第１項第１号イ及び第２号に規定する基準を

満たしているものとみなされているとき並びに第６条第12項の規定によ

り同条第１項第４号アに規定する基準を満たしているものとみなされて

いるときを除く。）は、当該指定複合型サービス事業者は、第４項に規

定する基準を満たしているものとみなすことができる。 
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（管理者） （管理者） 

第192条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置

かなければならない。ただし、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

の管理上支障がない場合は、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所の他の業務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等若し

くは当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第７項

各号に掲げる施設等の業務に従事することができる。 

第192条 指定複合型サービス事業者は、指定複合型サービス事業所ごと

に専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、指定複合型サービス事業所の管理上支障がない場合は、当該指定複

合型サービス事業所の他の業務に従事し、又は同一敷地内にある他の事

業所、施設等若しくは当該指定複合型サービス事業所に併設する前条第

７項各号に掲げる施設等の業務に従事することができる。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（指定看護小規模多機能型居宅介護事業者の代表者） （指定複合型サービス事業者の代表者） 

第193条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特別養護

老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定小規

模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指

定複合型サービス事業所（指定複合型サービスの事業を行う事業所をい

う。）等の従業者、訪問介護員等として認知症である者の介護に従事し

た経験を有する者若しくは保健医療サービス若しくは福祉サービスの経

営に携わった経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修

を修了しているもの、又は保健師若しくは看護師でなければならない。 

 

第193条 指定複合型サービス事業者の代表者は、特別養護老人ホーム、

老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定小規模多機能型居

宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サー

ビス事業所等の従業者、訪問介護員等として認知症である者の介護に従

事した経験を有する者若しくは保健医療サービス若しくは福祉サービス

の経営に携わった経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める

研修を修了しているもの、又は保健師若しくは看護師でなければならな

い。 

 

（登録定員及び利用定員） （登録定員及び利用定員） 
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第194条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所は、その登録定員（登

録者の数の上限をいう。以下この章において同じ。）を29人以下とす

る。 

第194条 指定複合型サービス事業所は、その登録定員（登録者の数の上

限をいう。以下この章において同じ。）を25人以下とする。 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の通いサービス及び宿泊サー

ビスの利用定員（当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における

サービスごとの１日当たりの利用者の数の上限をいう。以下この章にお

いて同じ。）は、次の各号に掲げるサービスの区分に応じ、当該各号に

定める範囲内において定めるものとする。 

２ 指定複合型サービス事業所の通いサービス及び宿泊サービスの利用定

員（当該指定複合型サービス事業所におけるサービスごとの１日当たり

の利用者の数の上限をいう。以下この章において同じ。）は、次の各号

に掲げるサービスの区分に応じ、当該各号に定める範囲内において定め

るものとする。 

(１) 通いサービス 登録定員の２分の１から15人（登録定員が25人を

超える指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、登録定員

に応じて、次の表に定める利用定員）まで 

(１) 通いサービス 登録定員の２分の１から15人まで 

登録定員 利用定員 

26人又は27人 16人 

28人 17人 

29人 18人 
 

 

(２) （略） 

 

(２) （略） 

 

（設備及び備品等） （設備及び備品等） 

第195条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所は、居間、食堂、台

所、宿泊室、浴室、消火設備その他の非常災害に対処するために必要な

設備その他指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に必要な設備及び備

第195条 指定複合型サービス事業所は、居間、食堂、台所、宿泊室、浴

室、消火設備その他の非常災害に対処するために必要な設備その他指定

複合型サービスの提供に必要な設備及び備品等を備えなければならな
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品等を備えなければならない。 い。 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次の各号に掲げる設備の区分に応じ、当

該各号に定めるところよる。 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次の各号に掲げる設備の区分に応じ、当

該各号に定めるところよる。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 宿泊室 次に定めるところによる。 (２) 宿泊室 次に定めるところによる。 

ア （略） ア （略） 

イ 一の宿泊室の床面積は、7.43平方メートル以上としなければなら

ない。ただし、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が病院又は

診療所である場合であって定員が１人である宿泊室の床面積につい

ては、6.4平方メートル以上とすることができる。 

イ 一の宿泊室の床面積は、7.43平方メートル以上としなければなら

ない。ただし、指定複合型サービス事業所が病院又は診療所である

場合であって定員が１人である宿泊室の床面積については、6.4平

方メートル以上とすることができる。 

ウ・エ （略） ウ・エ （略） 

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定看護小規模多機能型居宅介護の

事業の用に供するものでなければならない。ただし、利用者に対する指

定看護小規模多機能型居宅介護の提供に支障がない場合は、この限りで

ない。 

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定複合型サービスの事業の用に供

するものでなければならない。ただし、利用者に対する指定複合型サー

ビスの提供に支障がない場合は、この限りでない。 

４ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所は、利用者の家族との交流の

機会の確保や地域住民との交流を図る観点から、住宅地又は住宅地と同

程度に利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域に立地

しなければならない。 

 

４ 指定複合型サービス事業所は、利用者の家族との交流の機会の確保や

地域住民との交流を図る観点から、住宅地又は住宅地と同程度に利用者

の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域に立地しなければな

らない。 
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（指定看護小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針） （指定複合型サービスの基本取扱方針） 

第196条 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者の要介護状態の軽

減又は悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行われな

ければならない。 

第196条 指定複合型サービスは、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の

防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければならな

い。 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指定看

護小規模多機能型居宅介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部の

者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らな

ければならない。 

 

２ 指定複合型サービス事業者は、自らその提供する指定複合型サービス

の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、そ

れらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。 

 

（指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） （指定複合型サービスの具体的取扱方針） 

第197条 指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針は、次に掲

げるところによるものとする。 

第197条 指定複合型サービスの具体的取扱方針は、次に掲げるところに

よるものとする。 

(１) 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣れた地域で

の生活を継続することができるよう、利用者の病状、心身の状況及び

希望並びにその置かれている環境を踏まえて、通いサービス、訪問サ

ービス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせることにより、療養上の

管理の下で妥当適切に行うものとする。 

(１) 指定複合型サービスは、利用者が住み慣れた地域での生活を継続

することができるよう、利用者の病状、心身の状況及び希望並びにそ

の置かれている環境を踏まえて、通いサービス、訪問サービス及び宿

泊サービスを柔軟に組み合わせることにより、療養上の管理の下で妥

当適切に行うものとする。 

(２) 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者一人一人の人格を尊

重し、利用者がそれぞれの役割を持って家庭的な環境の下で日常生活

を送ることができるよう配慮して行うものとする。 

(２) 指定複合型サービスは、利用者一人一人の人格を尊重し、利用者

がそれぞれの役割を持って家庭的な環境の下で日常生活を送ることが

できるよう配慮して行うものとする。 

(３) 指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、看護小規 (３) 指定複合型サービスの提供に当たっては、複合型サービス計画に
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模多機能型居宅介護計画に基づき、漫然かつ画一的にならないよう

に、利用者の機能訓練及び利用者が日常生活を営むことができるよう

必要な援助を行うものとする。 

基づき、漫然かつ画一的にならないように、利用者の機能訓練及び利

用者が日常生活を営むことができるよう必要な援助を行うものとす

る。 

(４) 看護小規模多機能型居宅介護従業者は、指定看護小規模多機能型

居宅介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者

又はその家族に対し、療養上必要な事項その他サービスの提供の内容

等について、理解しやすいように説明又は必要に応じた指導を行うも

のとする。 

(４) 複合型サービス従業者は、指定複合型サービスの提供に当たって

は、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、療養

上必要な事項その他サービスの提供の内容等について、理解しやすい

ように説明又は必要に応じた指導を行うものとする。 

(５) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規模多機

能型居宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生

命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体の拘束

等を行ってはならない。 

(５) 指定複合型サービス事業者は、指定複合型サービスの提供に当た

っては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、身体の拘束等を行ってはならない。 

(６) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、前号の身体の拘束等

を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

(６) 指定複合型サービス事業者は、前号の身体の拘束等を行う場合に

は、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ

を得ない理由を記録しなければならない。 

(７) 指定看護小規模多機能型居宅介護は、通いサービスの利用者が登

録定員に比べて著しく少ない状態が続くものであってはならない。 

(７) 指定複合型サービスは、通いサービスの利用者が登録定員に比べ

て著しく少ない状態が続くものであってはならない。 

(８) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者が通いサービ

スを利用していない日においては、可能な限り、訪問サービスの提

供、電話連絡による見守り等を行う等登録者の居宅における生活を支

えるために適切なサービスを提供しなければならない。 

(８) 指定複合型サービス事業者は、登録者が通いサービスを利用して

いない日においては、可能な限り、訪問サービスの提供、電話連絡に

よる見守り等を行う等登録者の居宅における生活を支えるために適切

なサービスを提供しなければならない。 

(９) 看護サービス（指定看護小規模多機能型居宅介護のうち、保健 (９) 看護サービス（指定複合型サービスのうち、保健師、看護師、准
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師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以

下この章において「看護師等」という。）が利用者に対して行う療養

上の世話又は必要な診療の補助であるものをいう。以下この章におい

て同じ。）の提供に当たっては、主治の医師との密接な連携により、

及び第199条第１項に規定する看護小規模多機能型居宅介護計画に基

づき、利用者の心身の機能の維持回復が図られるよう妥当適切に行わ

なければならない。 

看護師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この章におい

て「看護師等」という。）が利用者に対して行う療養上の世話又は必

要な診療の補助であるものをいう。以下この章において同じ。）の提

供に当たっては、主治の医師との密接な連携により、及び第199条第

１項に規定する複合型サービス計画に基づき、利用者の心身の機能の

維持回復が図られるよう妥当適切に行わなければならない。 

(10)・(11) （略） 

 

(10)・(11) （略） 

 

（主治の医師との関係） （主治の医師との関係） 

第198条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の常勤の保健師又は看

護師は、主治の医師の指示に基づき適切な看護サービスが提供されるよ

う、必要な管理をしなければならない。 

第198条 指定複合型サービス事業所の常勤の保健師又は看護師は、主治

の医師の指示に基づき適切な看護サービスが提供されるよう、必要な管

理をしなければならない。 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、看護サービスの提供の開

始に際し、主治の医師による指示を文書で受けなければならない。 

２ 指定複合型サービス事業者は、看護サービスの提供の開始に際し、主

治の医師による指示を文書で受けなければならない。 

３ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、主治の医師に看護小規模

多機能型居宅介護計画及び看護小規模多機能型居宅介護報告書を提出

し、看護サービスの提供に当たって主治の医師との密接な連携を図らな

ければならない。 

３ 指定複合型サービス事業者は、主治の医師に複合型サービス計画及び

複合型サービス報告書を提出し、看護サービスの提供に当たって主治の

医師との密接な連携を図らなければならない。 

４ 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が病院又は診療所である

場合にあっては、前２項の規定にかかわらず、第２項の主治の医師の文

書による指示及び前項の看護小規模多機能型居宅介護報告書の提出は、

４ 当該指定複合型サービス事業所が病院又は診療所である場合にあって

は、前２項の規定にかかわらず、第２項の主治の医師の文書による指示

及び前項の複合型サービス報告書の提出は、診療記録への記載をもって
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診療記録への記載をもって代えることができる。 

 

代えることができる。 

 

（看護小規模多機能型居宅介護計画及び看護小規模多機能型居宅介護報

告書の作成） 

（複合型サービス計画及び複合型サービス報告書の作成） 

第199条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は、介護支援

専門員に看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に関する業務を、看護

師等（准看護師を除く。第９項において同じ。）に看護小規模多機能型

居宅介護報告書の作成に関する業務を担当させるものとする。 

第199条 指定複合型サービス事業所の管理者は、介護支援専門員に複合

型サービス計画の作成に関する業務を、看護師等（准看護師を除く。第

９項において同じ。）に複合型サービス報告書の作成に関する業務を担

当させるものとする。 

２ 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たっ

ては、看護師等と密接な連携を図りつつ行わなければならない。 

２ 介護支援専門員は、複合型サービス計画の作成に当たっては、看護師

等と密接な連携を図りつつ行わなければならない。 

３ 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たっ

ては、地域における活動への参加の機会が提供されること等により、利

用者の多様な活動が確保されるものとなるように努めなければならな

い。 

３ 介護支援専門員は、複合型サービス計画の作成に当たっては、地域に

おける活動への参加の機会が提供されること等により、利用者の多様な

活動が確保されるものとなるように努めなければならない。 

４ 介護支援専門員は、利用者の心身の状況及び希望並びにその置かれて

いる環境を踏まえて、他の看護小規模多機能型居宅介護従業者と協議の

上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等

を記載した看護小規模多機能型居宅介護計画を作成するとともに、これ

を基本としつつ、利用者の日々の様態、希望等を勘案し、随時適切に通

いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスを組み合わせた看護及び介

護を行わなければならない。 

４ 介護支援専門員は、利用者の心身の状況及び希望並びにその置かれて

いる環境を踏まえて、他の複合型サービス従業者と協議の上、援助の目

標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した複

合型サービス計画を作成するとともに、これを基本としつつ、利用者の

日々の様態、希望等を勘案し、随時適切に通いサービス、訪問サービス

及び宿泊サービスを組み合わせた看護及び介護を行わなければならな

い。 

５ 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たっ ５ 介護支援専門員は、複合型サービス計画の作成に当たっては、その内
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ては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の

同意を得なければならない。 

容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なけ

ればならない。 

６ 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画を作成した際に

は、当該看護小規模多機能型居宅介護計画を利用者に交付しなければな

らない。 

６ 介護支援専門員は、複合型サービス計画を作成した際には、当該複合

型サービス計画を利用者に交付しなければならない。 

７ 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成後におい

ても、常に看護小規模多機能型居宅介護計画の実施状況及び利用者の様

態の変化等の把握を行い、必要に応じて看護小規模多機能型居宅介護計

画の変更を行うものとする。 

７ 介護支援専門員は、複合型サービス計画の作成（この項の規定による

複合型サービス計画の変更を含む。）後においても、常に複合型サービ

ス計画の実施状況及び利用者の様態の変化等の把握を行い、必要に応じ

て複合型サービス計画の変更を行うものとする。 

８ 第２項から第６項までの規定は、前項に規定する看護小規模多機能型

居宅介護計画の変更について準用する。 

８ 第２項から第６項までの規定は、前項に規定する複合型サービス計画

の変更について準用する。 

９ 看護師等は、訪問日、提供した看護内容等を記載した看護小規模多機

能型居宅介護報告書を作成しなければならない。 

９ 看護師等は、訪問日、提供した看護内容等を記載した複合型サービス

報告書を作成しなければならない。 

10 前条第４項の規定は、看護小規模多機能型居宅介護報告書の作成につ

いて準用する。 

 

10 前条第４項の規定は、複合型サービス報告書の作成について準用す

る。 

 

（緊急時等の対応） （緊急時等の対応） 

第200条 看護小規模多機能型居宅介護従業者は、現に指定看護小規模多

機能型居宅介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた

場合その他必要な場合は、直ちに主治の医師への連絡を行う等の必要な

措置を講じなければならない。 

第200条 複合型サービス従業者は、現に指定複合型サービスの提供を行

っているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、

直ちに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならな

い。 
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２ 前項の看護小規模多機能型居宅介護従業者が看護職員である場合にあ

っては、必要に応じて臨時応急の手当を行わなければならない。 

 

２ 前項の複合型サービス従業者が看護職員である場合にあっては、必要

に応じて臨時応急の手当を行わなければならない。 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第201条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、従業者、設備、備

品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

第201条 指定複合型サービス事業者は、従業者、設備、備品及び会計に

関する諸記録を整備しておかなければならない。 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定看護

小規模多機能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該

提供の完結の日から２年間保存しなければならない。 

２ 指定複合型サービス事業者は、利用者に対する指定複合型サービスの

提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該提供の完結の日から２年間

保存しなければならない。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 看護小規模多機能型居宅介護計画 (２) 複合型サービス計画 

(３)・(４) （略） (３)・(４) （略） 

(５) 第199条第10項に規定する看護小規模多機能型居宅介護報告書 (５) 第199条第10項に規定する複合型サービス報告書 

(６)～(９) （略） (６)～(９) （略） 

(10) 次条において準用する第59条の17第２項に規定する報告、評価、

要望、助言等の記録 

 

(10) 次条において準用する第105条第２項に規定する報告、評価、要

望、助言等の記録 

 

（準用） （準用） 

第202条 第９条から第13条まで、第20条、第22条、第28条、第34条から 第202条 第９条から第13条まで、第20条、第22条、第28条、第34条から
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第38条まで、第40条、第41条、第59条の11、第59条の13、第59条の16、

第59条の17、第87条から第90条まで、第93条から第95条まで、第97条、

第98条、第100条から第104条まで及び第106条の規定は、指定看護小規

模多機能型居宅介護の事業について準用する。この場合において、第９

条第１項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第202条におい

て準用する第100条に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型

居宅介護従業者」と、第34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第59条の

11第２項中「この節」とあるのは「第９章第４節」と、第59条の13中

「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介

護従業者」と、第59条の17第１項中「地域密着型通所介護について知見

を有する者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護について知見を

有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と、「活動状況」とあるの

は「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」と、第89

条及び第97条中「小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「看護小

規模多機能型居宅介護従業者」と、第106条中「第82条第６項各号」と

あるのは「第191条第７項各号」と読み替えるものとする。 

第38条まで、第40条、第41条、第72条、第74条、第77条、第87条から第

90条まで、第93条から第95条まで、第97条、第98条及び第100条から第

106条までの規定は、指定複合型サービスの事業について準用する。こ

の場合において、第９条第１項中「第31条に規定する運営規程」とある

のは「第202条において準用する第100条に規定する重要事項に関する規

程」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「複

合型サービス従業者」と、第34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者」とあり、第74条第３項中「認知症対応型通所介護従業者」と

あり、並びに第89条及び第97条中「小規模多機能型居宅介護従業者」と

あるのは「複合型サービス従業者」と、第106条中「第82条第６項各

号」とあるのは「第191条第７項各号」と読み替えるものとする。 
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新旧対照表 

（件名）鳥羽市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成25年条例第7号） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（設備及び備品等） （設備及び備品等） 

第７条 （略）  第７条 （略）  

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 前項ただし書の場合（単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所

介護事業者が第１項に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に単独型・併

設型指定介護予防認知症対応型通所介護以外のサービスを提供する場合

に限る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に

市長に届け出るものとする。 

 

５ 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、単

独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業と単独型・併設

型指定認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所において一体的に

運営されている場合については、指定地域密着型サービス基準条例第63

条第１項から第３項までに規定する設備に関する基準を満たすことをも

って、第１項から第３項までに規定する基準を満たしているものとみな

すことができる。 

 

４ 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、単

独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業と単独型・併設

型指定認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所において一体的に

運営されている場合については、指定地域密着型サービス基準条例第63

条第１項から第３項までに規定する設備に関する基準を満たすことをも

って、前３項に規定する基準を満たしているものとみなすことができ

る。 

 

（従業者の員数） （従業者の員数） 
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第８条 指定認知症対応型共同生活介護事業所（指定地域密着型サービス

基準条例第110条第１項に規定する指定認知症対応型共同生活介護事業

所をいう。以下同じ。）若しくは指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業所（第71条第１項に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業所をいう。次条において同じ。）の居間若しくは食堂又は指定

地域密着型特定施設（指定地域密着型サービス基準条例第129条第１項

に規定する指定地域密着型特定施設をいう。次条及び第44条第６項にお

いて同じ。）若しくは指定地域密着型介護老人福祉施設（指定地域密着

型サービス基準条例第150条第１項に規定する指定地域密着型介護老人

福祉施設をいう。次条及び第44条第６項において同じ。）の食堂若しく

は共同生活室において、これらの事業所又は施設の利用者、入居者又は

入所者とともに行う指定介護予防認知症対応型通所介護（以下「共用型

指定介護予防認知症対応型通所介護」という。）の事業を行う者（以下

「共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者」という。）が当該

事業を行う事業所（以下「共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事

業所」という。）に置くべき従業者の員数は、当該利用者、当該入居者

又は当該入所者の数と当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の

利用者（当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が共用型

指定認知症対応型通所介護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第

64条第１項に規定する共用型指定認知症対応型通所介護事業者をいう。

以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、共用型指定介護予防認知症対

応型通所介護の事業と共用型指定認知症対応型通所介護（同項に規定す

る共用型指定認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）の事業とが同

一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業

第８条 指定認知症対応型共同生活介護事業所（指定地域密着型サービス

基準条例第110条第１項に規定する指定認知症対応型共同生活介護事業

所をいう。以下同じ。）若しくは指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業所（第71条第１項に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業所をいう。次条において同じ。）の居間若しくは食堂又は指定

地域密着型特定施設（指定地域密着型サービス基準条例第129条第１項

に規定する指定地域密着型特定施設をいう。次条及び第44条第６項第２

号において同じ。）若しくは指定地域密着型介護老人福祉施設（指定地

域密着型サービス基準条例第150条第１項に規定する指定地域密着型介

護老人福祉施設をいう。次条及び第44条第６項第３号において同じ。）

の食堂若しくは共同生活室において、これらの事業所又は施設の利用

者、入居者又は入所者とともに行う指定介護予防認知症対応型通所介護

（以下「共用型指定介護予防認知症対応型通所介護」という。）の事業

を行う者（以下「共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者」と

いう。）が当該事業を行う事業所（以下「共用型指定介護予防認知症対

応型通所介護事業所」という。）に置くべき従業者の員数は、当該利用

者、当該入居者又は当該入所者の数と当該共用型指定介護予防認知症対

応型通所介護の利用者（当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者が共用型指定認知症対応型通所介護事業者（指定地域密着型サー

ビス基準条例第64条第１項に規定する共用型指定認知症対応型通所介護

事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、共用型指定介

護予防認知症対応型通所介護の事業と共用型指定認知症対応型通所介護

（同項に規定する共用型指定認知症対応型通所介護をいう。以下同

じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合に
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所における共用型指定介護予防認知症対応型通所介護又は共用型指定認

知症対応型通所介護の利用者。次条において同じ。）の数を合計した数

について、第71条又は指定地域密着型サービス基準条例第110条、第130

条若しくは第151条の規定を満たすために必要な数以上とする。 

あっては、当該事業所における共用型指定介護予防認知症対応型通所介

護又は共用型指定認知症対応型通所介護の利用者。次条において同

じ。）の数を合計した数について、第71条又は指定地域密着型サービス

基準条例第110条、第130条若しくは第151条の規定を満たすために必要

な数以上とする。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（利用定員等） （利用定員等） 

第９条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の利用定員（当

該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において同時に共用

型指定介護予防認知症対応型通所介護の提供を受けることができる利用

者の数の上限をいう。）は、指定認知症対応型共同生活介護事業所又は

指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所においては共同生活住居

（法第８条第20項又は法第８条の２第15項に規定する共同生活を営むべ

き住居をいう。）ごとに、指定地域密着型特定施設又は指定地域密着型

介護老人福祉施設においては施設ごとに１日当たり３人以下とする。 

第９条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の利用定員（当

該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において同時に共用

型指定介護予防認知症対応型通所介護の提供を受けることができる利用

者の数の上限をいう。）は、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指

定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所、指定地域密着型特定施設

又は指定地域密着型介護老人福祉施設ごとに１日当たり３人以下とす

る。 

２ 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービ

ス（法第41条第１項に規定する指定居宅サービスをいう。）、指定地域

密着型サービス（法第42条の２第１項に規定する指定地域密着型サービ

スをいう。）、指定居宅介護支援（法第46条第１項に規定する指定居宅

介護支援をいう。）、指定介護予防サービス（法第53条第１項に規定す

る指定介護予防サービスをいう。第16条において同じ。）、指定地域密

着型介護予防サービス若しくは指定介護予防支援（法第58条第１項に規

２ 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービ

ス（法第41条第１項に規定する指定居宅サービスをいう。）、指定地域

密着型サービス（法第42条の２第１項に規定する指定地域密着型サービ

スをいう。）、指定居宅介護支援（法第46条第１項に規定する指定居宅

介護支援をいう。）、指定介護予防サービス（法第53条第１項に規定す

る指定介護予防サービスをいう。第16条において同じ。）、指定地域密

着型介護予防サービス若しくは指定介護予防支援（法第58条第１項に規
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定する指定介護予防支援をいう。第16条において同じ。）の事業又は介

護保険施設（法第８条第25項に規定する介護保険施設をいう。）若しく

は指定介護療養型医療施設（健康保険法等の一部を改正する法律（平成

18年法律第83号）附則第130条の２第１項の規定によりなおその効力を

有するものとされた同法第26条の規定による改正前の法第48条第１項第

３号に規定する指定介護療養型医療施設をいう。第44条第６項において

同じ。）の運営（第44条第７項において「指定居宅サービス事業等」と

いう。）について３年以上の経験を有する者でなければならない。 

 

定する指定介護予防支援をいう。第16条において同じ。）の事業又は介

護保険施設（法第８条第24項に規定する介護保険施設をいう。）若しく

は指定介護療養型医療施設（健康保険法等の一部を改正する法律（平成

18年法律第83号）附則第130条の２第１項の規定によりなおその効力を

有するものとされた同法第26条の規定による改正前の法第48条第１項第

３号に規定する指定介護療養型医療施設をいう。第44条第６項第４号に

おいて同じ。）の運営（第44条第７項において「指定居宅サービス事業

等」という。）について３年以上の経験を有する者でなければならな

い。 

 

（事故発生時の対応） （事故発生時の対応） 

第37条 （略）  第37条 （略）  

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、第７条第４項の単独

型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護以外のサービスの提供に

より事故が発生した場合は、第１項及び第２項の規定に準じた必要な措

置を講じなければならない。 

 

 

 

（地域との連携等） （地域との連携等） 

第39条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知

症対応型通所介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住

民の代表者、市の職員又は指定介護予防認知症対応型通所介護事業所が
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所在する区域を管轄する法第115条の46第１項に規定する地域包括支援

センターの職員、介護予防認知症対応型通所介護について知見を有する

者等により構成される協議会（以下この項において「運営推進会議」と

いう。）を設置し、おおむね６月に１回以上、運営推進会議に対し活動

状況を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、運営推進会

議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項の報告、評価、要

望、助言等についての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなけ

ればならない。 

 

３ （略） 第39条 （略） 

４ （略） ２ （略） 

５ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知症対

応型通所介護事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対

して指定介護予防認知症対応型通所介護を提供する場合には、当該建物

に居住する利用者以外の者に対しても指定介護予防認知症対応型通所介

護の提供を行うよう努めなければならない。 

 

 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第40条 （略）  第40条 （略）  

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定介

護予防認知症対応型通所介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定介

護予防認知症対応型通所介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、
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当該提供の完結の日から２年間保存しなければならない。 当該提供の完結の日から２年間保存しなければならない。 

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略） 

(６) 前条第２項に規定する報告、評価、要望、助言等の記録 

 

 

 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第44条 （略）  第44条 （略）  

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する基

準を満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の

中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いていると

きは、同表の右欄に掲げる当該介護予防小規模多機能型居宅介護従業者

は、同表の中欄に掲げる施設等の業務に従事することができる。 

６ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれかの

施設等が併設されている場合において、前各項に定める人員に関する基

準を満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、当該各

号に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いているとき

は、当該介護予防小規模多機能型居宅介護従業者は、当該各号に掲げる

施設等の業務に従事することができる。 

当該指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所に中

欄に掲げる施設等のいずれ

かが併設されている場合 

指定認知症対応型共同生活

介護事業所、指定地域密着

型特定施設、指定地域密着

型介護老人福祉施設又は指

定介護療養型医療施設（医

療法（昭和23年法律第205

号）第７条第２項第４号に

規定する療養病床を有する

介護職員  
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診 療 所 で あ る も のに限

る。） 

当該指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所の同

一敷地内に中欄に掲げる施

設等のいずれかがある場合 

前項中欄に掲げる施設等、

指定居宅サービスの事業を

行う事業所、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看

護事業所、指定地域密着型

通所介護事業所、指定認知

症対応型通所介護事業所、

指定介護老人福祉施設又は

介護老人保健施設 

看護師又は准

看護師 

 

 (１) 指定認知症対応型共同生活介護事業所 

 (２) 指定地域密着型特定施設 

 (３) 指定地域密着型介護老人福祉施設 

 (４) 指定介護療養型医療施設（医療法（昭和23年法律第205号）第７

条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限

る。） 

７ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所であっ

て、指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業に

ついて３年以上の経験を有する指定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業者又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サー

７ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所であっ

て、指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業に

ついて３年以上の経験を有する指定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業者又は指定複合型サービス事業者（指定地域密着型サービス基準条例
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ビス基準条例第191条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介

護事業者をいう。）により設置される当該指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所以外の指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所又は

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（同項に規定する指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所をいう。）であって当該指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所に対して指定介護予防小規模多機能型居宅介護

の提供に係る支援を行うもの（以下「本体事業所」という。）との密接

な連携の下に運営されるものをいう。以下同じ。）に置くべき訪問サー

ビスの提供に当たる介護予防小規模多機能型居宅介護従業者について

は、本体事業所の職員により当該サテライト型指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると認められるとき

は、１人以上とすることができる。 

第191条第１項に規定する指定複合型サービス事業者をいう。）により

設置される当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所又は指定複合型サービス事業所

（同項に規定する指定複合型サービス事業所をいう。）であって当該指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に対して指定介護予防小規模

多機能型居宅介護の提供に係る支援を行うもの（以下「本体事業所」と

いう。）との密接な連携の下に運営されるものをいう。以下同じ。）に

置くべき訪問サービスの提供に当たる介護予防小規模多機能型居宅介護

従業者については、本体事業所の職員により当該サテライト型指定介護

予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると

認められるときは、１人以上とすることができる。 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所については、夜間及び深夜の時間帯を通じて本体事業

所において宿直勤務を行う介護予防小規模多機能型居宅介護従業者又は

看護小規模多機能型居宅介護従業者（指定地域密着型サービス基準条例

第191条第１項に規定する看護小規模多機能型居宅介護従業者をい

う。）により当該サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業所の登録者の処遇が適切に行われると認められるときは、夜間及び深

夜の時間帯を通じて宿直勤務を行う介護予防小規模多機能型居宅介護従

業者を置かないことができる。 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所については、夜間及び深夜の時間帯を通じて本体事業

所において宿直勤務を行う介護予防小規模多機能型居宅介護従業者又は

複合型サービス従業者（指定地域密着型サービス基準条例第191条第１

項に規定する複合型サービス従業者をいう。）により当該サテライト型

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行

われると認められるときは、夜間及び深夜の時間帯を通じて宿直勤務を

行う介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置かないことができる。 

９ （略） ９ （略） 

10 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者に係る指定介 10 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者に係る指定介
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護予防サービス等（法第８条の２第16項に規定する指定介護予防サービ

ス等をいう。以下同じ。）の利用に係る計画及び介護予防小規模多機能

型居宅介護計画の作成に専ら従事する介護支援専門員を置かなければな

らない。ただし、当該介護支援専門員は、利用者の処遇に支障がない場

合は、当該介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の他の業務に従事

し、又は当該介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併設する第６項

の表に掲げる施設等の業務に従事することができる。 

護予防サービス等（法第８条の２第18項に規定する指定介護予防サービ

ス等をいう。以下同じ。）の利用に係る計画及び介護予防小規模多機能

型居宅介護計画の作成に専ら従事する介護支援専門員を置かなければな

らない。ただし、当該介護支援専門員は、利用者の処遇に支障がない場

合は、当該介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の他の業務に従事

し、又は当該介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併設する第６項

各号に掲げる施設等の業務に従事することができる。 

11～13 （略） 

 

11～13 （略） 

 

（管理者） （管理者） 

第45条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理

者を置かなければならない。ただし、指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所の他の業務に従事し、又は当該指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所に併設する前条第６項の表に掲げる施設等の業務

若しくは同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

（指定地域密着型サービス基準条例第６条第１項に規定する指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。以下同じ。）の業務（当該

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に係る指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第６条

第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者をい

う。以下同じ。）が、指定夜間対応型訪問介護事業者（指定地域密着型

第45条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理

者を置かなければならない。ただし、指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所の他の業務に従事し、又は当該指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所に併設する前条第６項各号に掲げる施設等の業務

若しくは同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

（指定地域密着型サービス基準条例第６条第１項に規定する指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。以下同じ。）の業務（当該

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に係る指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第６条

第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者をい

う。以下同じ。）が、指定夜間対応型訪問介護事業者（指定地域密着型
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サービス基準条例第47条第１項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業

者をいう。以下同じ。）、指定訪問介護事業者（指定居宅サービス等の

事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号。以

下「指定居宅サービス等基準」という。）第５条第１項に規定する指定

訪問介護事業者をいう。以下同じ。）又は指定訪問看護事業者（指定居

宅サービス等基準第60条第１項に規定する指定訪問看護事業者をいう。

以下同じ。）の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合に

は、これらの事業に係る業務を含む。）若しくは法第115条の45第１項

に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する

第１号介護予防支援事業を除く。）に従事することができる。 

サービス基準条例第47条第１項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業

者をいう。以下同じ。）、指定訪問介護事業者（指定居宅サービス等の

事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号。以

下「指定居宅サービス等基準」という。）第５条第１項に規定する指定

訪問介護事業者をいう。以下同じ。）又は指定訪問看護事業者（指定居

宅サービス等基準第60条第１項に規定する指定訪問看護事業者をいう。

以下同じ。）の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合に

は、これらの事業に係る業務を含む。）に従事することができる。 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター

（老人福祉法第20条の２の２に規定する老人デイサービスセンターをい

う。以下同じ。）、介護老人保健施設、指定認知症対応型共同生活介護

事業所、指定複合型サービス事業所（指定地域密着型サービス基準条例

第193条に規定する指定複合型サービス事業所をいう。次条において同

じ。）、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者又は訪

問介護員等（介護福祉士又は法第８条第２項に規定する政令で定める者

をいう。次条、第72条第２項及び第73条において同じ。）として３年以

上認知症である者の介護に従事した経験を有する者であって、別に厚生

労働大臣が定める研修を修了しているものでなければならない。 

 

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター

（老人福祉法第20条の２の２に規定する老人デイサービスセンターをい

う。以下同じ。）、介護老人保健施設、指定認知症対応型共同生活介護

事業所、指定複合型サービス事業所、指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所等の従業者又は訪問介護員等（介護福祉士又は法第８条第２

項に規定する政令で定める者をいう。次条、第72条第２項及び第73条に

おいて同じ。）として３年以上認知症である者の介護に従事した経験を

有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているもの

でなければならない。 

 

（登録定員及び利用定員） （登録定員及び利用定員） 
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第47条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録定員（登録者

の数（当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が指定小規模多

機能型居宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防小規模

多機能型居宅介護の事業と指定小規模多機能型居宅介護の事業とが同一

の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、登録者の数

及び指定地域密着型サービス基準条例第82条第１項に規定する登録者の

数の合計数）の上限をいう。以下この章において同じ。）は、29人（サ

テライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、18

人）以下とする。 

第47条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録定員（登録者

の数（当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が指定小規模多

機能型居宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防小規模

多機能型居宅介護の事業と指定小規模多機能型居宅介護の事業とが同一

の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、登録者の数

及び指定地域密着型サービス基準条例第82条第１項に規定する登録者の

数の合計数）の上限をいう。以下この章において同じ。）は、25人（サ

テライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、18

人）以下とする。 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の通いサービス及び宿泊

サービスの利用定員（当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

におけるサービスごとの１日当たりの利用者の数の上限をいう。以下こ

の章において同じ。）は、次の各号に掲げるサービスの区分に応じ、当

該各号に定める範囲内において定めるものとする。 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の通いサービス及び宿泊

サービスの利用定員（当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

におけるサービスごとの１日当たりの利用者の数の上限をいう。以下こ

の章において同じ。）は、次の各号に掲げるサービスの区分に応じ、当

該各号に定める範囲内において定めるものとする。 

(１) 通いサービス 登録定員の２分の１から15人（登録定員が25人を

超える指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、登録

定員に応じて、次の表に定める利用定員、サテライト型指定介護予防

小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、12人）まで 

(１) 通いサービス 登録定員の２分の１から15人（サテライト型指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、12人）まで 

登録定員 利用定員 

26人又は27人 16人 

28人 17人 

29人 18人 
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(２) （略） 

 

(２) （略） 

 

 （地域との連携等） 

第62条 削除 第62条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小

規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地

域住民の代表者、市の職員（市の区域内に指定小規模多機能型居宅介護

事業所が所在する場合に限る。）又は当該指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所が所在する区域を管轄する法第115条の46第１項に規定

する地域包括支援センターの職員、介護予防小規模多機能型居宅介護に

ついて知見を有する者等により構成される協議会（以下この項において

「運営推進会議」という。）を設置し、おおむね２月に１回以上、運営

推進会議に対し通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況

を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、運営推進会議か

ら必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

 ２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、前項の報告、評価、

要望、助言等についての記録を作成するとともに、当該記録を公表しな

ければならない。 

 ３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、その事業の運営に当

たっては、地域住民又はその自発的な活動等と連携し、又は協力するこ

とその他の地域との交流を図らなければならない。 

 ４ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、その事業の運営に当

たっては、提供した指定介護予防小規模多機能型居宅介護に関する利用
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者からの苦情に関して、市等が派遣する者が相談及び援助を行う事業そ

の他の市が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

 

 

５ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者

に対して指定介護予防小規模多機能型居宅介護を提供する場合には、当

該建物に居住する利用者以外の者に対しても指定介護予防小規模多機能

型居宅介護の提供を行うよう努めなければならない。 

 

（居住機能を担う併設施設等への入居） （居住機能を担う併設施設等への入居） 

第63条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、可能な限り、利

用者がその居宅において生活を継続できるよう支援することを前提とし

つつ、利用者が第44条第６項に掲げる施設等その他の施設へ入所等を希

望した場合は、円滑にそれらの施設へ入所等が行えるよう、必要な措置

を講ずるよう努めるものとする。 

 

第63条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、可能な限り、利

用者がその居宅において生活を継続できるよう支援することを前提とし

つつ、利用者が第44条第６項各号に掲げる施設等その他の施設へ入所等

を希望した場合は、円滑にそれらの施設へ入所等が行えるよう、必要な

措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第64条 （略）  第64条 （略）  

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定

介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記録を整備

し、当該提供の完結の日から２年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定

介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記録を整備

し、当該提供の完結の日から２年間保存しなければならない。 

(１)～(７) （略） (１)～(７) （略） 
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(８) 次条において準用する第39条第２項に規定する報告、評価、要

望、助言等の記録 

 

(８) 第62条第２項に規定する報告、評価、要望、助言等の記録 

 

（準用） （準用） 

第65条 第11条から第15条まで、第21条、第23条、第24条、第26条、第28

条、第31条から第36条まで、第37条（第４項を除く。）から第39条の規

定は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業について準用する。

この場合において、第11条第１項中「第27条に規定する運営規程」とあ

るのは「第57条に規定する重要事項に関する規程」と、「介護予防認知

症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護予防小規模多機能型居宅介

護従業者」と、第26条第２項中「この節」とあるのは「第３章第４節」

と、第28条第３項及び第32条中「介護予防認知症対応型通所介護従業

者」とあるのは「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」と、第39条

第１項中「介護予防認知症対応型通所介護について知見を有する者」と

あるのは「介護予防小規模多機能型居宅介護について知見を有する者」

と、「６月」とあるのは「２月」と、「活動状況」とあるのは「通いサ

ービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」と読み替えるものと

する。 

 

第65条 第11条から第15条まで、第21条、第23条、第24条、第26条、第28

条及び第31条から第38条までの規定は、指定介護予防小規模多機能型居

宅介護の事業について準用する。この場合において、第11条第１項中

「第27条に規定する運営規程」とあるのは「第57条に規定する重要事項

に関する規程」と、「介護予防認知症対応型通所介護従業者」とあるの

は「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」と、第26条第２項中「こ

の節」とあるのは「第３章第４節」と、第28条第３項及び第32条中「介

護予防認知症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護予防小規模多機

能型居宅介護従業者」と読み替えるものとする。 

 

（指定介護予防小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針） （指定介護予防小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針） 

第66条 （略）  第66条 （略）  

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指 ２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指
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定介護予防小規模多機能型居宅介護の質の評価を行い、それらの結果を

公表し、常にその改善を図らなければならない。 

定介護予防小規模多機能型居宅介護の質の評価を行うとともに、定期的

に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善

を図らなければならない。 

３～５ （略） 

 

３～５ （略） 

 

第70条 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症対応

型共同生活介護（以下「指定介護予防認知症対応型共同生活介護」とい

う。）の事業は、その認知症である利用者が可能な限り共同生活住居

（法第８条の２第15項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。以下

同じ。）において、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排

せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行うこと

により、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能

の維持又は向上を目指すものでなければならない。 

 

第70条 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症対応

型共同生活介護（以下「指定介護予防認知症対応型共同生活介護」とい

う。）の事業は、その認知症である利用者が可能な限り共同生活住居

（法第８条の２第17項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。以下

同じ。）において、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排

せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行うこと

により、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能

の維持又は向上を目指すものでなければならない。 

 

第74条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所は、共同生活住居

を有するものとし、その数は１又は２とする。ただし、指定介護予防認

知症対応型共同生活介護事業所に係る用地の確保が困難であることその

他地域の実情により指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の効

率的運営に必要と認められる場合は、一の事業所における共同生活住居

の数を３とすることができる。 

第74条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所は、共同生活住居

を有するものとし、その数は１又は２とする。 

２～７ （略） 

 

２～７ （略） 
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（記録の整備） （記録の整備） 

第85条 （略）  第85条 （略）  

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する指

定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に関する次に掲げる記録を

整備し、当該提供の完結の日から２年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する指

定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に関する次に掲げる記録を

整備し、当該提供の完結の日から２年間保存しなければならない。 

(１)～(６) （略） (１)～(６) （略） 

(７) 次条において準用する第39条第２項に規定する報告、評価、要

望、助言等の記録 

 

(７) 次条において準用する第62条第２項に規定する報告、評価、要

望、助言等の記録 

 

（準用） （準用） 

第86条 第11条、第12条、第14条、第15条、第23条、第24条、第26条、第

31条から第34条まで、第36条、第37条（第４項を除く。）、第38条、第

39条（第５項を除く。）、第56条、第59条及び第61条の規定は、指定介

護予防認知症対応型共同生活介護の事業について準用する。この場合に

おいて、第11条第１項中「第27条に規定する運営規程」とあるのは「第

80条に規定する重要事項に関する規程」と、「介護予防認知症対応型通

所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第26条第２項中「この

節」とあるのは「第４章第４節」と、第32条中「介護予防認知症対応型

通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第39条第１項中「介護

予防認知症対応型通所介護について知見を有する者」とあるのは「介護

予防認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、「６月」

とあるのは「２月」と、第56条中「介護予防小規模多機能型居宅介護従

第86条 第11条、第12条、第14条、第15条、第23条、第24条、第26条、第

31条から第34条まで、第36条から第38条まで、第56条、第59条、第61条

及び第62条の規定は、指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業に

ついて準用する。この場合において、第11条第１項中「第27条に規定す

る運営規程」とあるのは「第80条に規定する重要事項に関する規程」

と、「介護予防認知症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護従業

者」と、第26条第２項中「この節」とあるのは「第４章第４節」と、第

32条中「介護予防認知症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護従業

者」と、第56条中「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」とあるの

は「介護従業者」と、第59条中「指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業者」とあるのは「指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者」

と、第62条第１項中「介護予防小規模多機能型居宅介護について知見を
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業者」とあるのは「介護従業者」と、第59条中「指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業者」とあるのは「指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業者」と読み替えるものとする。 

有する者」とあるのは「介護予防認知症対応型共同生活介護について知

見を有する者」と、「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活

動状況」とあるのは「活動状況」と読み替えるものとする。 
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新旧対照表 

（件名）鳥羽市学校設置条例（昭和39年条例第34号） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 学校の名称及び位置は、次のとおりとする。 第２条 学校の名称及び位置は、次のとおりとする。 

(１) 小学校 (１) 小学校 

（略） 

鳥羽市立鳥羽小学校 鳥羽市堅神町805番地２ 

（略） 

鳥羽市立神島小学校 鳥羽市神島町358番地３ 

（略） 
 

（略） 

鳥羽市立鳥羽小学校 鳥羽市堅神町805番地２ 

鳥羽市立桃取小学校 鳥羽市桃取町21番地２ 

（略） 

鳥羽市立神島小学校 鳥羽市神島町388番地３ 

（略） 
 

(２) 中学校 (２) 中学校 

（略） 

鳥羽市立神島中学校 鳥羽市神島町358番地３ 

（略） 
 

（略） 

鳥羽市立神島中学校 鳥羽市神島町388番地３ 

（略） 
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新旧対照表 

（件名）鳥羽市コミュニティアリーナの設置及び管理に関する条例（平成7年条例第22号） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第３条 アリーナの名称及び位置は、次のとおりとする。 第３条 アリーナの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

（略） 

坂手コミュニティアリーナ 鳥羽市坂手町935番地 

桃取コミュニティアリーナ 鳥羽市桃取町21番地２ 
 

名称 位置 

（略） 

坂手コミュニティアリーナ 鳥羽市坂手町935番地 
 

別表（第11条関係） 

（略） 

坂 手

コ ミ

ュ ニ

テ ィ

ア リ

ーナ 

アリーナ 1,000 1,500 2,000 4,000 500 

桃 取

コ ミ

ュ ニ

テ ィ

ア リ

ーナ 

アリーナ 1,000 1,500 2,000 4,000 500 

 

別表（第11条関係） 

（略） 

坂 手

コ ミ

ュ ニ

テ ィ

ア リ

ーナ 

アリーナ 1,000 1,500 2,000 4,000 500 

 



 

112 

112 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

備考 備考 

（略） （略） 

  

  

 


